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別紙1枠枠囲囲みみのの内内容容をを掲掲載載原原稿稿ととししてておお使使いいくくだだささいい。。  

２２００２２３３年年経経済済産産業業省省企企業業活活動動基基本本調調査査にに御御協協力力くくだだささいい  

経経済済産産業業省省大大臣臣官官房房調調査査統統計計ググルルーーププ  

経済 産業省 では、我が国 企業における経済活動 の実態を明 らかにし、経済産

業政策等各種行政施策の基礎資料を得ることを目的として、１９９２年以降「経済

産業省企業活動基本調査」（基幹統計調査）を実施しており、２０２３年も実施い

たします。調査に対する御協力をお願いいたします。 

○実施期間：２０２３年５月１５日から６月３０日まで

○根拠法令：統計法（平成１９年法律第５３号）

○調査目的：我が国企業における経済活動の実態を明らかにし、経済産

業政策等各種行政施策の基礎資料とします。

○調査対象：経済産業省が所管する産業（別表）に属している事業所を

有する「従業者50人以上かつ資本金3,000万円以上の企

業」。

○調査結果：２０２４年１月に速報を公表予定。

○調査方法：対象の企業へ調査関係用品を直接郵送します。

※調査 票の提 出 は、紙調 査票のほか、インターネットからオンラインで提 出する

こともできます。

※調査票に記入していただいた事項の秘密は、統計法により厳重に保護されま

すので、御協力をお願い申し上げます。

  （別表） 

この調査は、鉱業・採石業・砂利採取業、製造業、電気業・ガス業、卸売業、小売業、クレ

ジットカード業・割賦金融業のほか、下記の産業の括弧内の業種が対象となります。

○飲食サービス業(一般飲食店 、持ち帰り・配達飲食サービス業）

○情報通信業（ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、インターネット附随サービス

業、映画・ビデオ制作業、アニメーション制作業、新聞業、出版業）

○物品賃貸業（産業用機械器具賃貸業（レンタルを含む）、事務用機械器具賃貸業（レンタル

を含む）、自動車賃貸業（レンタルを除く）、スポーツ・娯楽用品賃貸業（レンタルを含む）、

その他の物品賃貸業（レンタルを含む））

○学術研究、専門・技術サービス業(学術・開発研究機関、デザイン業、エンジニアリング業、

広告業、機械設計業、商品・非破壊検査業、計量証明業、写真業)

○生活関連サービス業、娯楽業（洗濯業、その他の洗濯・理容・美容・浴場業、冠婚葬祭業

（冠婚葬祭互助会を含む）、写真プリント,現像・焼付業、その他の生活関連サービス業、

映画館、ゴルフ場、スポーツ施設提供業（フィットネスクラブ、ボウリング場など）、公園、

遊園地・テーマパーク）

○教育、学習支援業（外国語会話教室、カルチャー教室(総合的なもの)）

○サービス業（廃棄物処理業、機械等修理業、職業紹介業、労働者派遣業、

ディスプレイ業、テレマーケティング業、その他の事業サービス業）

問い合わせ先：経済産業省大臣官房調査統計グループ企業統計室 TEL：03-3501-1831 
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経済産業省生産動態統計調査（月報ベース）による、2022年（暦年）の生産金額が発表された。 

電気計測器全体の生産額は4,939億円（対前年比5.5％増加）であった。 

＊ 数値は修正されることがあります。経済産業省生産動態統計ホームページの統計発表資料をご確認の上で

ご利用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇指示計器 

2022年の生産額は、29億円（対前年比9.9%増加）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産統計特集 
2022年（暦年）における生産動向 

電気計測器生産実績 

（経済産業省生産動態統計から) 
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◇電力量計 

2022年の生産額は、634億円（対前年比17.6%増加）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇電気測定器（半導体・IC測定器を除く） 

2022年の生産額は、1,034億円（対前年比8.4%の増加）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇半導体・IC測定器 

2022年の生産額は、1,617億円（対前年比4.0%の減少）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気計測器の生産額推移

工業用計測制御機器 電気測定器 半導体・ 測定器 電力量計
放射線計測器 環境計測器 指示計器

生産額（億円）

年（暦年）

指示計器の生産額推移

生産額 対前年比

生産額（億円）

年（暦年）

対前年比
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電力量計の生産額推移
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◇工業用計測制御機器 

2022年の生産額は、1,398億円（対前年比12.5%の増加）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇放射線計測器 

2022年の生産額は、32億円（対前年比3.0%の増加）であった。 
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◇環境計測器 

2022年の生産額は、196億円（対前年比3.9%の減少）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ 電気計測器の生産額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用計測制御機器の生産額推移
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放射線計測器の生産額推移
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表－１ 電気計測器の生産額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：生産額(億円）、前年比（％）
品目

年 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比 生産額 前年比
環境計測器

電気計測器合計
指示計器 電力量計 電気測定器 半導体・IC測定器 工業用計測制御機器 放射線計測器

環境計測器の生産額推移

生産額 対前年比

生産額（億円）

年（暦年）

対前年比
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輸出 

電気計測器全体の輸出額は7,350億円（対前年比13.2%増）となった。地域別に見ると、アジアが5,425億円

（対前年比5.6%増）、北米は1,116億円（対前年比55.9%増）、ヨーロッパも611億円（対前年比29.1%増）と、

３地域の全てで増加した。 

品目別では、電気測定器※が3,493億円（対前年比3.0%増）、工業計器※は1,765億円（対前年比23.4%増）、そ

の他（電力量計、環境計測器、電子応用計測器等）も2,092億円（対前年比25.0%増）と、３区分の全てで増加

した。 

 

輸入 

電気計測器全体の輸入額は3,888億円（対前年比10.3%増）となった。地域別に見ると、アジアが1,925億円

（対前年比14.7%増）、北米は930億円（対前年比16.8%増）と増加したが、ヨーロッパは955億円（対前年比

2.1%減）と減少となった。 

品目別では、電気測定器※が1,036億円（対前年比15.5%増）、工業計器※は2,306億円（対前年比21.4%増）と

増加したが、その他（電力量計、環境計測器、電子応用計測器等）は546億円（対前年比25.0%減）と減少とな

った。 

 

※統計分類 

財務省統計において｢電力量計」、｢電気測定器」、｢工業計器」、「放射線測定器」の分類はありません。そのため、

当工業会では利便上、HSコードから当工業会に該当する製品系の選択を行い、集計をとらせていただいており

ます。 

数値は修正されることがあります。財務省貿易統計ホームページの統計発表資料をご確認の上でご利用くださ

い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出入統計特集 
2022年（暦年）における国別・地域別輸出入動向 

電気計測器輸出・輸入実績(主要国・地域別) 

（財務省貿易統計から) 
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 年 年 年 年 年

輸出額 電気計測器 地域別推移
アジア 北米 ヨーロッパ その他単位：億円

年 年 年 年 年

輸入額 電気計測器 地域別推移
アジア 北米 ヨーロッパ その他単位：億円

輸出額 電気計測器の地域別推移 輸入額 電気計測器の地域別推移
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年 年 年 年 年

輸出額 電気計測器 機種別推移
電気測定器 工業計器 環境、電子応用、電力量計等単位：億円

年 年 年 年 年

輸入額 電気計測器 機種別推移
電気測定器 工業計器 環境、電子応用、電力量計等単位：億円

年

年

年

年

年

輸出額 電気測定器 地域別推移（比率）
アジア 北米 ヨーロッパ その他

単位：億円

億円

億円

億円

億円

億円
＋ ％ ％ ％

年

年

年

年

年

輸入額 電気測定器 地域別推移（比率）
アジア 北米 ヨーロッパ その他

単位：億円

億円

億円

億円

億円

億円
＋ ％ ％ ％

年

年

年

年

年

輸出額 工業計器 地域別推移（比率）
アジア 北米 ヨーロッパ その他

単位：億円

億円

億円

億円

億円

億円
＋ ％ ％ ％

年

年

年

年

年

輸入額 工業計器 地域別推移（比率）
アジア 北米 ヨーロッパ その他

単位：億円

億円

億円

億円

億円

億円
＋ ％ ％ ％

輸出額 電気計測器の機種別推移

輸出額 電気測定器の地域別推移

輸出額 工業計器の地域別推移

輸入額 電気計測器の機種別推移

輸入額 電気測定器の地域別推移

輸入額 工業計器の地域別推移
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸出先実績（１／３）　〔単位：百万円〕
輸出 電気計測器

品目分類 合計 電気測定器

信号発生器 オシロスコープ マルチメーター マルチメーター その他のもの その他のもの その他のもの 遠隔通信用
オシログラフ 記録なし 記録あり 記録装置なし 記録装置なし 記録装置あり 測定検査機器

電圧計・電流計 その他のもの その他のもの
地域、国名
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸出先実績（１／３）　〔単位：百万円〕
輸出 電気計測器

品目分類 合計 電気測定器

信号発生器 オシロスコープ マルチメーター マルチメーター その他のもの その他のもの その他のもの 遠隔通信用
オシログラフ 記録なし 記録あり 記録装置なし 記録装置なし 記録装置あり 測定検査機器

電圧計・電流計 その他のもの その他のもの
地域、国名
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他

財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸出先実績（２／３）　〔単位：百万円〕
輸出 電気計測器

品目分類 電気測定器 工業計器

半導体ｳエハー 半導体ｳエハー その他のもの スペクトラム その他 温度計 液体の流量 圧力計 その他の気体
半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 記録装置あり アナライザ 記録なし 電気式 液位の測定・ 電気式 流体の変量
測定検査機器 測定検査機器 検査用機器 測定・検査用

地域、国名 特性測定器 その他 機器
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸出先実績（３／３）　〔単位：百万円〕
輸出 電気計測器

品目分類 工業計器 気体・液体・電気用積算計器、検定用計器 その他（環境計測器、電子応用計測器、放射線計測器等）

自動調整機器 電気用計器 部分品及び ガス又は 物理化学用 測定・検査用 電離放射線の
電気式 付属品 煙の分析器 分析器 機器 測定検査機器

その他のもの その他のもの
地域、国名 電気式
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸出先実績（３／３）　〔単位：百万円〕
輸出 電気計測器

品目分類 工業計器 気体・液体・電気用積算計器、検定用計器 その他（環境計測器、電子応用計測器、放射線計測器等）

自動調整機器 電気用計器 部分品及び ガス又は 物理化学用 測定・検査用 電離放射線の
電気式 付属品 煙の分析器 分析器 機器 測定検査機器

その他のもの その他のもの
地域、国名 電気式
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他

財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸入先実績（１／３）　〔単位：百万円〕
輸入 電気計測器

品目分類 合計 電気測定器

信号発生器 信号発生器 オシロスコープ マルチメーター マルチメーター その他のもの その他のもの その他のもの
100MHz未満 100MHz以上 オシログラフ 記録なし 記録あり 記録装置なし 記録装置なし 記録装置あり

電圧計・電流計 その他のもの その他のもの
地域、国名
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸入先実績（２／３）　〔単位：百万円〕
輸入 電気計測器

品目分類 電気測定器 工業計器

遠隔通信用 半導体ｳエハー 半導体ｳエハー その他のもの スペクトラム その他 温度計 液体の流量 圧力計
測定検査機器 半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 記録装置あり アナライザ 記録なし 電気式 液位の測定・ 電気式

測定検査機器 測定検査機器 検査用機器
地域、国名 特性測定器 その他
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他
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財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸入先実績（２／３）　〔単位：百万円〕
輸入 電気計測器

品目分類 電気測定器 工業計器

遠隔通信用 半導体ｳエハー 半導体ｳエハー その他のもの スペクトラム その他 温度計 液体の流量 圧力計
測定検査機器 半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ 記録装置あり アナライザ 記録なし 電気式 液位の測定・ 電気式

測定検査機器 測定検査機器 検査用機器
地域、国名 特性測定器 その他
アジア
大韓民国
北朝鮮
中華人民共和国
台湾
香港
ベトナム
タイ
シンガポール
マレーシア
フィリピン
インドネシア
ミャンマー
インド
パキスタン
その他

中東
イラン
イラク
サウジアラビア
クウェート
イスラエル
シリア
アラブ首長国連邦
その他

ヨーロッパ
EU計（※）
ノルウェー
スウェーデン　※
デンマーク　※
英国
アイルランド　※
オランダ　※
ベルギー　※
ルクセンブルク　※
フランス　※
ドイツ　※
スイス
ポルトガル　※
スペイン　※
イタリア　※
マルタ　※
フィンランド　※
ポーランド　※
ロシア
オーストリア　※
ハンガリー　※
ギリシャ　※
ルーマニア　※
ブルガリア　※
キプロス　※
トルコ
エストニア　※
ラトビア　※
リトアニア　※
クロアチア　※
スロベニア　※
チェコ　※
スロバキア　※
その他

北米
カナダ
アメリカ合衆国
その他

中南米
メキシコ
ペルー
チリ
ブラジル
アルゼンチン
その他

アフリカ
エジプト
南アフリカ共和国
その他

大洋州
オーストラリア
その他

財務省貿易統計　HS分類　２０２２年１月～１２月の国別輸入先実績（３／３）　〔単位：百万円〕
輸入 電気計測器
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欧州環境規制レポート （第70回） 

 

 

 環境グリーン委員会 
 三浦哲三郎（ブラッセル駐在） 

 

在欧日系ビジネス協議会(JBCE：Japan Business Council in Europe)の事務局員としてブラッセルに赴任

し、2度目の春が訪れようとしています。私事ですが、ブラッセル日本人学校に通っている小学6年生の子供

達の卒業式に参加し、こぢんまりとしながらも、子供達、ご両親の皆様、先生方と一緒に作り上げる手作り感

のある卒業式に感動をもらい、仕事への活力につなげている今日この頃です。引き続き、JEMIMA環境グリ-

ン委員会の皆様、事務局の皆様のご支援を賜りながら、欧州現地の情報をお届けしていきたく存じます。 

 

＜欧州のトピックス＞ 

① 欧州理事会の議長国交代 

スウェーデン政府が、チェコ政府に続き、2023年1月より欧州理事会の2023年上期の議長国となった。安

全保障、競争力、グリーン・エネルギー移行、民主的価値観などの4つの優先事項を掲げる。また、EUの

電化に向けた努力を優先させるとし、新たなバッテリー規則に向けた取り組みや、化石燃料を使用しないエ

ネルギー生産の拡大に関する交渉の継続を具体例として挙げた。さらに、ロシア産化石燃料を他の低炭素エ

ネルギー源に置き換える施策を進める。下期は、スペイン政府がスウェーデン政府より議長を引き継ぐ予定。 

 

② グリーン・ディール産業計画法 

欧州委員会は2050年までの気候中立を目指す欧州グリーン・ディールの一環として、「グリーン・ディール

産業計画」の概要
1
を公表。グリーン・ディールの達成において重要なのは温室効果ガスの排出ネットゼロ

の実現に貢献する産業（ネットゼロ産業）として、ネットゼロ産業に対する投資・支援を積極化する。本計

画は主に4つの柱から成る（規制環境の改善、資金調達の支援、人材開発、貿易の促進）。規制環境の改善

に関してのネットゼロ産業法案が3月中旬に発表され、バッテリー、ヒートポンプ、太陽光、水素生産用の

電解槽、炭素回収・貯留技術などの生産拠点展開のための許認可プロセスを簡略化する。また、グリーン・

ディール産業計画の一環として重要な原材料法案を合わせて発表した。欧州は重要原材料のほとんどを輸入

に頼っており、特に一部の重要な原材料は中国などの少数のEU域外国に集中しているため、供給上のリス

クが指摘されている。域内でのリサイクルを推進し、かつバリューチェーンの強化、供給元の多角化を行う

ことで安定した供給を図る。 

 

③ 電池規則案の最終合意 

2022年12月に欧州委員会、欧州議会、EU理事会で電池規則案について最終合意した。2020年12月に発表

された欧州委員会案と比較して全体的な変更は、時期の後ろ倒し、目標値の引き上げ、対象電池の拡大、対

象電池ごとに規定の細分化がされている。今後は3月に欧州議会の承認、その後にEU理事会で承認された

後、6月頃に官報公示される予定。 

（主な内容） 

‐ポータブル電池の回収率目標（加盟国）：45％（2024年）、63％（2028年）、73％（2031年） 

‐リサイクル率目標：LIB65％、鉛蓄電池75％、ニカド電池80％、その他廃電池50％（2026年） 

‐リサイクル材の含有率：容量2kW以上の産業用電池、ＥＶ電池、ＳＬＩ電池(SLI: Starting, Lightning, 

 
1 https://commission.europa.eu/document/41514677-9598-4d89-a572-abe21cb037f4_en 
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Ignitionの略)が対象。2026年にリチウム、コバルト、鉛、ニッケルの開示義務。2031年よりリサイクル

材の含有目標値の設定。 

‐カーボンフットプリント：容量2kW以上の産業用電池、ＥＶ電池、ＳＬＩ電池が対象。2026年あたりに

開示義務。 

さて、欧州環境規制については前回の第69回レポート移行の動きを報告する。 

 

1．RoHS指令関連進捗 

この3か月間で、EU RoHSの目立った進捗はない。UK RoHSは蛍光灯用途の水銀除外について更新があった。

EU RoHSでは2022年2月に、蛍光灯用の水銀の除外について2022年2月に汎用蛍光灯の水銀使用の廃止、お

よび特殊用途向け蛍光灯の水銀使用の除外適用期間延長を官報公示している。UK RoHSでは、このEU 

RoHSの官報公示結果をUK RoHSでも考慮する旨が報告されていたが、今回正式に同等の内容を反映させる

ことがUK RoHSのWEB上で報告された。
2
 

 

2．REACH/CLP関連進捗 

欧州化学庁（ECHA）がREACH規則に基づく全てのPFAS(ペル/ポリフルオロアルキル物質)の制限提案を公

表
3
。今後、3月23日から提案された文書に対する公開意見募集を開始する。本提案は、これまでのフッ素化

合物の類似物質による残念な代替に歯止めをかける目的がある。類似物質を制限することで環境や人の健康を

予防的に守る。一方で、安全に使用できている物質まで制限されてしまう可能性、今後のイノベーションを阻

害してしまう可能性、全てのPFAS類をサプライチェーンで管理しきれない可能性などがある。制限提案の適

用除外案としては、遠心機器の冷媒や分析機器の校正や標準物質用途は除外となるが、PTFEやFKM用の重

合助剤が除外から外れているため、これらのOリングなどが供給されなくなる可能性がある。今後、計測機器

業界にも大きな影響を与える可能性がある。 

 

下記に主な制限提案内容を記す。 

・物質、物質のグループまたは混合物の指定：適用対象は経済協力開発機構（OECD）の定義を満たすPFAS。 

・制限条件： 

‐PFAS自体の製造、使用または上市は禁止される 

‐物質の成分、混合物、成形品中のPFASについて、上市が禁止される濃度が規定されている。 

（個別のPFAS:25ppb、複数のPFAS：合計250ppb、ポリマーを含むPFAS:50ppm） 

‐本制限は発行日から18か月後に適用が開始される。 

‐殺生物性製品、植物保護製品および医薬品中の活物質は期限がない適用除外 

‐適用除外となる20通りの用途、公開協議後に再検討される適用除外11通りの用途 

‐適用除外は「期限がない適用除外」「期限がある適用除外（5年もしく12年）」「公開協議後に再検討する

適用除外」で区分される。 

‐「フルオロポリマー」および「ペルフルオロポリエーテル」の適用除外となる6通りの用途、公開協議後に

再検討される適用除外9通りの用途 

 

(適用除外となる20通りの用途) 

期間 用途（参考和訳） 

5年間 高分子PFASの製造における重合助剤。※当該適用除外はPTFE、PVDF、FKMの製造に適用

しない。 

12年間 「規則(EU) 2016/425」の附属書IのリスクカテゴリーIIIの(a)および(c)で規定されたリスクか

ら使用者を保護することを目的とした個人用 防護具（PPE）に用いられているテキスタイル 

 
2 https://www.gov.uk/guidance/restriction-of-hazardous-substances-rohs-exemptions-how-to-

apply?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications-topic&utm_source=abc45b25-fc06-

42e9-867d-9c52c1079660&utm_content=immediately#full-publication-update-history 
3 https://echa.europa.eu/registry-of-restriction-intentions/-/dislist/details/0b0236e18663449b 
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1 https://commission.europa.eu/document/41514677-9598-4d89-a572-abe21cb037f4_en 
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3 https://echa.europa.eu/registry-of-restriction-intentions/-/dislist/details/0b0236e18663449b 
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12年間 規則 (EU) 2016/425、附属書 I、リスク カテゴリ III (a) - (m) で指定されているリスクから

ユーザーを保護することを目的とした、専門的な消防活動における個人用保護具 (PPE) で使

用されるテキスタイル 

12年間 上記の「個人用 防護具（PPE）」の再含浸のための含浸剤 

5年間 撥水性と撥油性の組み合わせを必要とする、工業用または専門的な用途での高性能な空気およ

び液体用のろ過および分離媒体で使用するテキスタイル 

5年間 -50°C未満の低温冷却における冷媒 

12年間 臨床検査および測定器中の冷媒 

12年間 冷却遠心機中の冷媒 

12年間 冷暖房喚起空調機器および代替品が存在しない保守部品 

期限なし 国の安全基準と建築基準法が代替の使用を禁止している建物の冷暖房喚起空調機器の冷媒 

12年間 工業用精密洗浄液 

12年間 酸素が豊富な環境で使用するための洗浄液 

12年間 現行の代替品が保護されるべき資産が損傷する、また人の健康にリスクを及ぼす場合のクリー

ン消火剤 

12年間 診断用臨床検査 

12年間 航空機産業および航空宇宙産業の油圧装置の浸食および腐食防止のための作動油の添加剤 

5年間 機械式コンプレッサーを搭載した内燃機関車両における移動式空調システムの冷媒 

5年間 船舶用途以外の輸送用冷凍機における冷媒 

5年間 高圧スイッチギヤ内の絶縁ガス（145kV以上） 

12年間 過酷な条件下で使用される場合、または機器の安全な機能および安全 

のために使用する必要がある場合の潤滑剤 

期限なし 測定器の校正および分析標準物質 

 

(公開協議後に再検討される11通りの用途) 

期間 用途（参考和訳） 

12年間 自動車産業で用いられている機関室の防音および防振のために使用するためのテキスタイル 

5年間 硬質クロムメッキ 

5年間 建物の断熱材用に現場で噴霧される発泡フォームの発泡剤 

12年間 工業用/専門的用途の3Dプリンティングにおける溶剤系脱バインダシステム 

12年間 工業用/専門的用途の3Dプリンティング用ポリマーの平滑剤 

12年間 非可燃性で高い技術的な性能が要求される用途のエアロゾル用噴射剤 

12年間 紙ベースの文化財の保存 

12年間 洗浄および熱伝導：医療機器用人工流体 

12年間 医療機器の通気用メンブレン 

12年間 軍事用途の車両の移動式空調の冷媒としての使用 

12年間 半導体製造プロセス 

 

(「フルオロポリマー」および「ぺルフルオロポリエーテル」の適用除外となる6通りの用途) 

期間 用途（参考和訳） 

5年間 産業用および業務用の食品および飼料生産を目的とした食品接触材料 

12年間 埋込み型医療機器（メッシュ、創傷治療製品、チューブおよび カテーテルを除く） 

12年間 医療機器のチューブおよびカテーテル 

12年間 定量噴霧式吸入器（MDI）のコーティング 

5年間 プロトン交換膜（PEM）燃料電池 

12年間 石油および鉱業におけるフッ素樹脂の用途 
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(「フルオロポリマー」および「ぺルフルオロポリエーテル」の公開協議後に再検討される適用除外となる9通

りの用途) 

期間 用途（参考和訳） 

5年間 工業用および業務用耐熱皿の焦げ付き防止コーティング 

12年間 ヘルニア・メッシュ 

12年間 創傷治療製品 

12年間 定量噴霧式吸入器以外の医療機器用コーティング 

12年間 硬質ガス透過性コンタクトレンズおよび眼科用レンズ 

12年間 医薬品製剤、 医療機器、および医療用分子診断装置用の包装材 

12年間 点眼薬包装におけるPTFE 

12年間 末端滅菌済み医療機器の包装 

12年間 輸送車両の安全に関連する適切な機能に影響を与えるアプリケーション、およびオペレータ

ー、乗客、または商品の安全に影響を与えるアプリケーション 

 

3．エコデザイン関連進捗 

欧州委員会は、2022年3月に提案した持続可能な製品エコデザイン規則案（ESPR）の下で、今後エコデザイ

ン要件の対象候補となる、エネルギー関連製品以外の最終製品・中間製品および、分野横断的な措置の要件候

補を公開した。今回、公開されたリストはあくまでも対象候補として、欧州委員会の共同研究センター（JRC）

が実施した予備評価に基づくものとなっており、以下に示す12種の最終製品、7種の中間製品、3種の横断的

要件を中心に意見が求められている。欧州委員会は公開協議に寄せられた意見を参考に、最終的な対象製品や

分野横断的措置を含めたESPR作業計画を作成する。他方、これまでのエコデザイン指令で管理されてきたエ

ネルギー関連製品は、平行して循環性要件が別途協議される予定となっている。エコデザイン要件はCEマー

クに関連するため、これらの動向を注意したい。 

 

最終製品 中間品 分野横断的な措置 

繊維・フットウェア 

家具 

セラミック、タイヤ 

洗剤 

ベッドマットレス 

潤滑油 

塗料・ワニス 

化粧品 

玩具 

漁網・ギア 

吸水性衛生製品 

鉄・鉄鋼 

非鉄金属製品 

アルミニウム 

化学品 

プラスチック・ポリマー 

紙・パルプ・板紙 

ガラス 

耐久性 

リサイクル可能性 

リサイクル材の使用 
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のために使用する必要がある場合の潤滑剤 

期限なし 測定器の校正および分析標準物質 
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12年間 軍事用途の車両の移動式空調の冷媒としての使用 

12年間 半導体製造プロセス 
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ー、乗客、または商品の安全に影響を与えるアプリケーション 

 

3．エコデザイン関連進捗 

欧州委員会は、2022年3月に提案した持続可能な製品エコデザイン規則案（ESPR）の下で、今後エコデザイ

ン要件の対象候補となる、エネルギー関連製品以外の最終製品・中間製品および、分野横断的な措置の要件候
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が実施した予備評価に基づくものとなっており、以下に示す12種の最終製品、7種の中間製品、3種の横断的

要件を中心に意見が求められている。欧州委員会は公開協議に寄せられた意見を参考に、最終的な対象製品や

分野横断的措置を含めたESPR作業計画を作成する。他方、これまでのエコデザイン指令で管理されてきたエ

ネルギー関連製品は、平行して循環性要件が別途協議される予定となっている。エコデザイン要件はCEマー

クに関連するため、これらの動向を注意したい。 
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委

 

員 会

 

活 動 報 告 

電子測定器の「長期使用ガイドライン」発表会の開催報告 

電子測定器委員会 

「電子測定器の長期使用ガイドライン」の改定が、電子測定器委員会にて、初版の2010年版から13年ぶりに

行われ、その発表会が行われました。 「発表会の概要報告」と「ガイドラインの改正点」をご紹介いたしま

す。 

（（発発表表会会のの状状況況））  

日時：2023 年 1 月 17 日 14：00～14：45 

参加者：78名（WEB参加）内：会員外7名、記者1名  ＋ 9名（計測会館）内：記者3名 

発表者：電子測定器委員会 委員長 岩瀬 久（横河計測㈱） 

 

発表会では、測定器関係者の多くの方にご参加頂きましたが、「日刊工業新聞社、電波新聞社、電波タイムス

社」の３社の記者にも計測会館でご参加頂き、熱心な取材も行われました。また、日本計量新報社からは、

WEB参加でのお申込みも頂きました。 

発表された岩瀬委員長からは、「予想していたより多くの関係者にご参加頂き、長期使用への関心が高いこと

が判った。今回の改定のポイントは、現行のガイドラインにはない環境への配慮の項目を追加したことである。

リニア・エコノミーからサーキュラー・エコノミーへの移行が求められており、今後は、今回のガイドライン

が、各企業の事業に反映して頂けることを強く期待する。」との感想が有った。 

（（長長期期使使用用ガガイイドドラライインン改改定定のの「「背背景景とと目目的的」」））  

電子測定器業界では、測定器を長期間に渡って安全かつ安心に使える製品開発や利用支援ができるように尽力

してきた。これからは地球環境への配慮を高めていく必要が生じている。この度の「電子測定器の長期使用ガ

イドラインの改定」では、新しい時代の要請を含めた。 

（（電電子子測測定定器器のの長長期期使使用用ガガイイドドラライインンのの改改定定概概要要））  

2010 年 4 月に最初の「電子測定器の長期使用ガイドライン」が公開されて現在まで至っている。しかし電

子測定器を取巻く技術の進化や事業環境の変化があり２年間かけて改定作業を行った。 

この改定に合わせて、「ガイドラインの対象者が、電子測定器を製造するメーカ」であると明確にした。 

ガイドラインは電子測定器を安心かつ安全に使える利用環境を構築するとともに、地球環境に配慮すべきであ

ることを指針として開示することを目指した。また、長期に渡って電子測定器が使われた場合を考慮して、電

子測定器に使われる主な部品のうち寿命を考慮しなければならないものを示した。電子測定器メーカには製品

が利用される環境や利用頻度を考慮して、有寿命部品を決めて利用者からの問合せ対応や製品の保守などを行

う事業環境の構築に役立ててもらうことを期待している。 

廃棄物の発生を極力少なくするサーキュラーエコノミーの考え方が広まっていくと「良いものを長く使う」と

いう利用者が増えてくると予測されるため、新たに電子測定器の長期使用ガイドラインを、JEMIMAが電子

測定器メーカに指針として示す価値は高いと考えている。 

電子測定器メーカは、ガイドラインの趣旨を理解して、各社の状況に応じて「社内規則や設計指針などを検討

する」ことをJEMIMAとして期待している。 
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改改定定にに向向けけててののJJEEMMIIMMAA会会員員企企業業等等へへのの事事前前のの「「アアンンケケーートト調調査査」」ででのの「「調調査査項項目目」」 

・現在のガイドラインの周知状況、利用状況の把握 

・他の工業会の長期使用に関する取り組みの周知状況の把握 

・測定器の利用者から測定器メーカへの長期使用に関する問い合わせ状況 

・測定器メーカが社内で製品寿命を決めている理由 

  

（（アアンンケケーートト調調査査結結果果））3300社社のの3333名名かかららのの回回答答結結果果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（改改正正ののポポイインントト）） 

１１．．対対象象をを測測定定器器メメーーカカととししたた  

現在のガイドラインは対象が明確でないため、新ガイドラインの対象者を「測定器メーカ」とした。 

測定器メーカは自社製品が使われる環境や利用頻度を考慮して、自主的に測定器の長期使用の指針を策定する

際に、新ガイドラインが目安として利用されることを期待する。 

 

２２．．測測定定器器のの安安全全・・安安心心にに加加ええてて環環境境をを配配慮 

現在のガイドラインは測定器利用の「安全や安心」に着目して作られている。 

新ガイドラインでは新たに「環境への配慮」の項目を加えた。 

 

３３．．測測定定器器にに使使わわれれるる新新ししいい部部品品をを加加ええるる  

現在の測定器に使われる主な部品を洗い出して「有寿命部品」として提示した。 

 

  

  

発表会場（計測会館）の風景 ３名の記者取材に対し説明する岩瀬委員長（手前）
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日時：2023 年 1 月 17 日 14：00～14：45 

参加者：78名（WEB参加）内：会員外7名、記者1名  ＋ 9名（計測会館）内：記者3名 

発表者：電子測定器委員会 委員長 岩瀬 久（横河計測㈱） 

 

発表会では、測定器関係者の多くの方にご参加頂きましたが、「日刊工業新聞社、電波新聞社、電波タイムス

社」の３社の記者にも計測会館でご参加頂き、熱心な取材も行われました。また、日本計量新報社からは、

WEB参加でのお申込みも頂きました。 

発表された岩瀬委員長からは、「予想していたより多くの関係者にご参加頂き、長期使用への関心が高いこと

が判った。今回の改定のポイントは、現行のガイドラインにはない環境への配慮の項目を追加したことである。

リニア・エコノミーからサーキュラー・エコノミーへの移行が求められており、今後は、今回のガイドライン

が、各企業の事業に反映して頂けることを強く期待する。」との感想が有った。 

（（長長期期使使用用ガガイイドドラライインン改改定定のの「「背背景景とと目目的的」」））  

電子測定器業界では、測定器を長期間に渡って安全かつ安心に使える製品開発や利用支援ができるように尽力

してきた。これからは地球環境への配慮を高めていく必要が生じている。この度の「電子測定器の長期使用ガ

イドラインの改定」では、新しい時代の要請を含めた。 

（（電電子子測測定定器器のの長長期期使使用用ガガイイドドラライインンのの改改定定概概要要））  

2010 年 4 月に最初の「電子測定器の長期使用ガイドライン」が公開されて現在まで至っている。しかし電

子測定器を取巻く技術の進化や事業環境の変化があり２年間かけて改定作業を行った。 

この改定に合わせて、「ガイドラインの対象者が、電子測定器を製造するメーカ」であると明確にした。 

ガイドラインは電子測定器を安心かつ安全に使える利用環境を構築するとともに、地球環境に配慮すべきであ

ることを指針として開示することを目指した。また、長期に渡って電子測定器が使われた場合を考慮して、電

子測定器に使われる主な部品のうち寿命を考慮しなければならないものを示した。電子測定器メーカには製品

が利用される環境や利用頻度を考慮して、有寿命部品を決めて利用者からの問合せ対応や製品の保守などを行

う事業環境の構築に役立ててもらうことを期待している。 

廃棄物の発生を極力少なくするサーキュラーエコノミーの考え方が広まっていくと「良いものを長く使う」と

いう利用者が増えてくると予測されるため、新たに電子測定器の長期使用ガイドラインを、JEMIMAが電子

測定器メーカに指針として示す価値は高いと考えている。 

電子測定器メーカは、ガイドラインの趣旨を理解して、各社の状況に応じて「社内規則や設計指針などを検討

する」ことをJEMIMAとして期待している。 
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改改定定にに向向けけててののJJEEMMIIMMAA会会員員企企業業等等へへのの事事前前のの「「アアンンケケーートト調調査査」」ででのの「「調調査査項項目目」」 

・現在のガイドラインの周知状況、利用状況の把握 

・他の工業会の長期使用に関する取り組みの周知状況の把握 

・測定器の利用者から測定器メーカへの長期使用に関する問い合わせ状況 

・測定器メーカが社内で製品寿命を決めている理由 

  

（（アアンンケケーートト調調査査結結果果））3300社社のの3333名名かかららのの回回答答結結果果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（改改正正ののポポイインントト）） 

１１．．対対象象をを測測定定器器メメーーカカととししたた  

現在のガイドラインは対象が明確でないため、新ガイドラインの対象者を「測定器メーカ」とした。 

測定器メーカは自社製品が使われる環境や利用頻度を考慮して、自主的に測定器の長期使用の指針を策定する

際に、新ガイドラインが目安として利用されることを期待する。 

 

２２．．測測定定器器のの安安全全・・安安心心にに加加ええてて環環境境をを配配慮 

現在のガイドラインは測定器利用の「安全や安心」に着目して作られている。 

新ガイドラインでは新たに「環境への配慮」の項目を加えた。 

 

３３．．測測定定器器にに使使わわれれるる新新ししいい部部品品をを加加ええるる  

現在の測定器に使われる主な部品を洗い出して「有寿命部品」として提示した。 
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（（精精度度維維持持ののたためめのの「「校校正正」」のの記記述述をを追追加加））  

長期間に渡って電子測定器の精度維持のために定期的な校正が必要となります。 

電子測定器が使用される環境や利用者が要求する精度などによって校正周期は異なるため、利用者は校正周期

や校正点および判定基準を自ら決める必要があります。 

電子測定器メーカは、利用者が適切な判断ができるように可能な範囲で、下記の「情報発信」や「問い合わせ

に対応」ができることが望まれます。 

①①メメーーカカがが推推奨奨すするる標標準準的的なな校校正正周周期期  

②②メメーーカカがが推推奨奨すするる標標準準器器とと校校正正手手順順おおよよびび校校正正点点  

③③メメーーカカがが推推奨奨すするる方方法法でで校校正正をを行行っったた時時のの判判定定基基準準  

 

（（適適切切なな「「廃廃棄棄」」ににつついいててのの記記述述をを追追加加））  

地球環境を維持するための資源の有効利用やリサイクルを促進するために、利用者が測定器を廃棄する場合は

法律や規則に従った手順で行うことが求められています。 

 

電子測定器メーカは利用者が適切な手順で測定器を廃棄するための情報を「取扱説明書などに記載」すること

や、「利用者からの問合せ」に対して回答できることが望まれています。 

また法律や規則が変更となった場合は、「利用者に廃棄」するための新たな情報を、適切な手段で迅速に開示

をすることが望まれます。 

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

電電子子測測定定器器長長期期使使用用ガガイイドドラライインンにに基基づづくく「「表表記記事事項項」」  

電子測定器メーカは利用者に取取扱扱説説明明書書ややホホーームムペペーージジなどに下記の事項を表記して、利用者に理解を求め

ることが望まれます。 

（（１１））長長期期使使用用にによよりり電電子子測測定定器器のの性性能能、、信信頼頼性性、、安安全全性性にに低低下下ががああるるここととのの表表記記  

（（２２））電電子子測測定定器器にに有有寿寿命命部部品品がが使使用用さされれてていいるる場場合合のの表表記記  

（（３３））消消耗耗品品のの有有無無のの表表記記  

（（４４））点点検検・・清清掃掃・・更更新新のの必必要要性性のの表表記記  

（（５５））保保守守用用部部品品のの保保有有期期間間のの表表記記  

（（６６））電電子子測測定定器器のの廃廃棄棄方方法法ににつついいててのの表表記記  
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（（良良くくああるるごご質質問問とと回回答答））  

ガイドラインに対する良くあるご質問とその回答は、下記です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（新新ガガイイドドラライインンのの内内容容）） 

「新ガイドライン」は、JEMIMA会員および非会員企業を含む広く一般に対して、無料で「閲覧やダウンロ

ード」が出来るようにいたします（2023年 4月1日から、工業会のHPに掲載予定）。 

なお、この会報の「原稿作成時点」でのガイドラインは、下記です。 

 

電電子子測測定定器器のの長長期期使使用用ガガイイドドラライインン（（22002233年年44月月版版））  

一般社団法人 日本電気計測器工業会 

電 子 測 定 器 委 員 会  

１１．．ははじじめめにに  

電子測定器は他の電気製品に比べて長期間使用される可能性があるため、使用時間や使用環境によって生じる

経年劣化により、人に危険が生じることや校正を行っても次の校正まで正しい測定結果を得ることが難しくな

るリスクが生じる可能性があります。長期使用に関わる寿命や予防保全について、電子測定器の利用者が正し

く理解し、安全かつ適切な利用を促すことを目的に、日本電気測定器工業会電子測定器委員会では2010年に

「電子測定器の長期使用ガイドライン」を策定しました。 

このたび下記のような状況変化もあり、今回は電子測定器メーカ向けに「電子測定器の長期使用ガイドライン」

の改定を行うことになりました。 

技術の進歩によって電子測定器に使われる部品が変化している 

地球環境を維持ために資源の有効利用やリサイクルの促進が求められている 

電子測定器の利用者へ安心して使うための情報発信が求められている 

今後、日本電気測定器工業会電子測定器委員会は電子測定器メーカへ本ガイドラインの趣旨の理解を促進して、

各電子測定器メーカは自社の状況に合わせて検討を行い、可能な範囲で対応を取って頂くことを期待します。 

All Rights Reserved. Copyright © Japan Electric Measuring Instruments Manufacturers’ Association

消消耗耗品品のの見見直直しし

新ガイドラインでは消消耗耗品品のの定定義義のの記記述述をを改改定定して、現在の電子測定器で使われる主な
消耗品を示した。

新新ガガイイドドラライインンにに示示ししたた消消耗耗品品のの定定義義

消消耗耗品品は、劣化や破損が生じた時に電電子子測測定定器器のの利利用用者者自自身身でで購購入入しし、、取取扱扱説説明明書書にに
示示さされれたた手手順順でで交交換換ででききるるももののです。

部部品品名名

本本体体内内蔵蔵部部品品
一次電池、二次電池（単体、パック）

ヒューズ

アアククセセササリリ

テストリード、テストフィクスチャ

測定用プローブ

フラッシュメモリ（SDカード、USBカードなど）

測定用センサ(熱電対、測温抵抗体、温湿度センサ等)

記録紙

記録計用ペン、記録計用インクリボン

エアフィルタ
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（（精精度度維維持持ののたためめのの「「校校正正」」のの記記述述をを追追加加））  

長期間に渡って電子測定器の精度維持のために定期的な校正が必要となります。 

電子測定器が使用される環境や利用者が要求する精度などによって校正周期は異なるため、利用者は校正周期

や校正点および判定基準を自ら決める必要があります。 

電子測定器メーカは、利用者が適切な判断ができるように可能な範囲で、下記の「情報発信」や「問い合わせ

に対応」ができることが望まれます。 

①①メメーーカカがが推推奨奨すするる標標準準的的なな校校正正周周期期  

②②メメーーカカがが推推奨奨すするる標標準準器器とと校校正正手手順順おおよよびび校校正正点点  

③③メメーーカカがが推推奨奨すするる方方法法でで校校正正をを行行っったた時時のの判判定定基基準準  

 

（（適適切切なな「「廃廃棄棄」」ににつついいててのの記記述述をを追追加加））  

地球環境を維持するための資源の有効利用やリサイクルを促進するために、利用者が測定器を廃棄する場合は

法律や規則に従った手順で行うことが求められています。 

 

電子測定器メーカは利用者が適切な手順で測定器を廃棄するための情報を「取扱説明書などに記載」すること

や、「利用者からの問合せ」に対して回答できることが望まれています。 

また法律や規則が変更となった場合は、「利用者に廃棄」するための新たな情報を、適切な手段で迅速に開示

をすることが望まれます。 

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

電電子子測測定定器器長長期期使使用用ガガイイドドラライインンにに基基づづくく「「表表記記事事項項」」  

電子測定器メーカは利用者に取取扱扱説説明明書書ややホホーームムペペーージジなどに下記の事項を表記して、利用者に理解を求め

ることが望まれます。 

（（１１））長長期期使使用用にによよりり電電子子測測定定器器のの性性能能、、信信頼頼性性、、安安全全性性にに低低下下ががああるるここととのの表表記記  

（（２２））電電子子測測定定器器にに有有寿寿命命部部品品がが使使用用さされれてていいるる場場合合のの表表記記  

（（３３））消消耗耗品品のの有有無無のの表表記記  

（（４４））点点検検・・清清掃掃・・更更新新のの必必要要性性のの表表記記  

（（５５））保保守守用用部部品品のの保保有有期期間間のの表表記記  

（（６６））電電子子測測定定器器のの廃廃棄棄方方法法ににつついいててのの表表記記  
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（（良良くくああるるごご質質問問とと回回答答））  

ガイドラインに対する良くあるご質問とその回答は、下記です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（新新ガガイイドドラライインンのの内内容容）） 

「新ガイドライン」は、JEMIMA会員および非会員企業を含む広く一般に対して、無料で「閲覧やダウンロ

ード」が出来るようにいたします（2023年 4月1日から、工業会のHPに掲載予定）。 

なお、この会報の「原稿作成時点」でのガイドラインは、下記です。 

 

電電子子測測定定器器のの長長期期使使用用ガガイイドドラライインン（（22002233年年44月月版版））  

一般社団法人 日本電気計測器工業会 

電 子 測 定 器 委 員 会  

１１．．ははじじめめにに  

電子測定器は他の電気製品に比べて長期間使用される可能性があるため、使用時間や使用環境によって生じる

経年劣化により、人に危険が生じることや校正を行っても次の校正まで正しい測定結果を得ることが難しくな

るリスクが生じる可能性があります。長期使用に関わる寿命や予防保全について、電子測定器の利用者が正し

く理解し、安全かつ適切な利用を促すことを目的に、日本電気測定器工業会電子測定器委員会では2010年に

「電子測定器の長期使用ガイドライン」を策定しました。 

このたび下記のような状況変化もあり、今回は電子測定器メーカ向けに「電子測定器の長期使用ガイドライン」

の改定を行うことになりました。 

技術の進歩によって電子測定器に使われる部品が変化している 

地球環境を維持ために資源の有効利用やリサイクルの促進が求められている 

電子測定器の利用者へ安心して使うための情報発信が求められている 

今後、日本電気測定器工業会電子測定器委員会は電子測定器メーカへ本ガイドラインの趣旨の理解を促進して、

各電子測定器メーカは自社の状況に合わせて検討を行い、可能な範囲で対応を取って頂くことを期待します。 
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２２．．長長期期使使用用ガガイイドドラライインンのの内内容容  

（（１１））消消耗耗品品とと有有寿寿命命部部品品  

 電子測定器は多数の受動電子部品、能動電子部品、機構部品から構成されています。その中には消耗品と有

寿命部品が含まれています。 

 消耗品は劣化や破損が生じた時に電子測定器の利用者自身で購入し、取扱説明書に示された手順で交換でき

るものです。 

 電子測定器に組み込まれた有寿命部品は電子測定器の使用頻度、使用時間、使用環境（温度・湿度・振動・

腐食性ガスの有無など）による劣化や摩耗が進行し、寿命が著しく短くなる可能性がありますので、長期間安

心して使用するためには、定期的な点検による有寿命部品の交換、有寿命部品を搭載した基板の交換もしくは

製品の更新が必要となります。 

 特に長時間連続して使用する場合には、安全等の観点から計画的な点検や清掃を行い、必要に応じて有寿命

部品の交換を行うことを電子測定器メーカは利用者に伝えることが望まれます。 

代表的な消耗品と有寿命部品の例を下記に示します。 

 

消消耗耗品品  

 部品名 

本体内 
蔵部品 

一次電池、二次電池（単体、パック） 

ヒューズ 

アクセ 
サリ 

テストリード、テストフィクスチャ 

測定用プローブ 

フラッシュメモリ（SDカード、USBカードなど） 

測定用センサ(熱電対、測温抵抗体、温湿度センサ等) 

記録紙 

記録計用ペン、記録計用インクリボン 

エアフィルタ 

 

有有寿寿命命部部品品  

部品名 

アルミ電解コンデンサ、電気二重層コンデンサ 

可変抵抗器 

基板取り付け型の電池 

光半導体（フォトカプラ、LED、LD、フォトモスリレー、ソリッドステートリレー） 

フラットパネルディスプレイ（タッチパネル付を含む） 

電源ユニット/ACアダプタ 

フラッシュメモリ（SSDを含む） 

スイッチ、メカニカルリレー 

コネクタ類 

冷却ファン 

内蔵感熱プリンタ 

防水/防塵用シール材およびブッシュ材 

 

・上記は電子測定器委員会が選定した電子測定器に使われる代表的な消耗品と有寿命部品です。 

・有寿命部品を単体で交換するか、ユニットや基板の単位で交換するか、または測定器の更新を利用者に勧め
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るかは電子測定器メーカが判断します。 

 

（（２２））電電子子測測定定器器のの点点検検・・予予防防保保全全・・更更新新  

電子測定器は長期の使用や保管による経年劣化によって初期の性能や信頼性の維持が難しくなる可能性があり、

継続使用すると利用者に安心で安全な測定環境が提供できなくなることが考えられます。 

利用者から長期使用されている電子測定器に使われている有寿命部品の信頼性や安全性が維持されているかと

の問い合わせに対して、電子測定器メーカは調査/点検/診断や電子測定器内部の清掃に対応ができるようにす

ることが望まれます。 

長期に渡って使用された電子測定器の継続使用が好ましくないと電子測定器メーカが判断した場合は、利用者

に理由を示して有寿命部品や基板などの交換や測定器の更新を勧めることが望まれます。 

 

（（３３））電電子子測測定定器器のの校校正正  

長期間に渡って電子測定器の精度維持のために定期的な校正が必要となります。電子測定器が使用される環境

や利用者が要求する精度などによって校正周期は異なるため、利用者は校正周期や校正点および判定基準を自

ら決める必要があります。 

電子測定器メーカは利用者が適切な判断ができるように可能な範囲で下記の情報発信や問い合わせに対応がで

きることが望まれます。 

メーカが推奨する標準的な校正周期 

メーカが推奨する標準器と校正手順および校正点 

メーカが推奨する方法で校正を行った時の判定基準 

 

（（４４））部部品品のの仕仕様様変変更更・・生生産産中中止止  

電子測定器に使用する部品は部品メーカの仕様変更や生産中止の可能性があります。電子測定器メーカでは修

理や寿命による部品交換のための部品在庫をしていますが、在庫状況により計画している修理可能期間を満足

できない可能性があることを取扱説明書などに明記して利用者の理解を得ることが望まれます。 

 

（（５５））電電子子測測定定器器のの更更新新  

長期間使用されたもしくは長期間保管された電子測定器が有寿命部品の交換などを行っても継続使用が望まし

くないと電子測定器メーカが判断した場合は、利用者に理由を示して電子測定器の使用を停止することを勧め、

代替えとなる電子測定器を提示することが望まれます。 

 

（（６６））電電子子測測定定器器のの廃廃棄棄  

地球環境を維持するための資源の有効利用やリサイクルを促進するために、利用者が測定器を廃棄する場合は

法律や規則に従った手順で行うことが求められています。 

電子測定器メーカは利用者が適切な手順で測定器を廃棄するための情報を取扱説明書などに記載することや、

利用者からの問合せに対して回答できることが望まれています。また法律や規則が変更となった場合は利用者

に廃棄するための新たな情報を適切な手段で迅速に開示をすることが望まれます。 

 

３３．．電電子子測測定定器器長長期期使使用用ガガイイドドラライインンにに基基づづくく表表記記事事項項  

電子測定器メーカは利用者に取扱説明書やホームページなどに下記の事項を表記して、利用者に理解を求める

ことが望まれます。 

（１）長期使用により電子測定器の性能、信頼性、安全性に低下があることの表記 

劣化によって電子測定器の性能や信頼性が確保できない状態がある場合は表記します。 

劣化によって電子測定器の利用者に安全が脅かされる状態がある場合は表記します。 

（２）電子測定器に有寿命部品が使用されている場合の表記 

電子測定器に使われている主な有寿命部品は表記します。 

電子測定器に使われている有寿命部品の交換時期の目安を表記します。 
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２２．．長長期期使使用用ガガイイドドラライインンのの内内容容  

（（１１））消消耗耗品品とと有有寿寿命命部部品品  

 電子測定器は多数の受動電子部品、能動電子部品、機構部品から構成されています。その中には消耗品と有

寿命部品が含まれています。 

 消耗品は劣化や破損が生じた時に電子測定器の利用者自身で購入し、取扱説明書に示された手順で交換でき

るものです。 

 電子測定器に組み込まれた有寿命部品は電子測定器の使用頻度、使用時間、使用環境（温度・湿度・振動・

腐食性ガスの有無など）による劣化や摩耗が進行し、寿命が著しく短くなる可能性がありますので、長期間安

心して使用するためには、定期的な点検による有寿命部品の交換、有寿命部品を搭載した基板の交換もしくは

製品の更新が必要となります。 

 特に長時間連続して使用する場合には、安全等の観点から計画的な点検や清掃を行い、必要に応じて有寿命

部品の交換を行うことを電子測定器メーカは利用者に伝えることが望まれます。 

代表的な消耗品と有寿命部品の例を下記に示します。 

 

消消耗耗品品  

 部品名 

本体内 
蔵部品 

一次電池、二次電池（単体、パック） 

ヒューズ 

アクセ 
サリ 

テストリード、テストフィクスチャ 

測定用プローブ 

フラッシュメモリ（SDカード、USBカードなど） 

測定用センサ(熱電対、測温抵抗体、温湿度センサ等) 

記録紙 

記録計用ペン、記録計用インクリボン 

エアフィルタ 

 

有有寿寿命命部部品品  

部品名 

アルミ電解コンデンサ、電気二重層コンデンサ 

可変抵抗器 

基板取り付け型の電池 

光半導体（フォトカプラ、LED、LD、フォトモスリレー、ソリッドステートリレー） 

フラットパネルディスプレイ（タッチパネル付を含む） 

電源ユニット/ACアダプタ 

フラッシュメモリ（SSDを含む） 

スイッチ、メカニカルリレー 

コネクタ類 

冷却ファン 

内蔵感熱プリンタ 

防水/防塵用シール材およびブッシュ材 

 

・上記は電子測定器委員会が選定した電子測定器に使われる代表的な消耗品と有寿命部品です。 

・有寿命部品を単体で交換するか、ユニットや基板の単位で交換するか、または測定器の更新を利用者に勧め
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るかは電子測定器メーカが判断します。 

 

（（２２））電電子子測測定定器器のの点点検検・・予予防防保保全全・・更更新新  

電子測定器は長期の使用や保管による経年劣化によって初期の性能や信頼性の維持が難しくなる可能性があり、

継続使用すると利用者に安心で安全な測定環境が提供できなくなることが考えられます。 

利用者から長期使用されている電子測定器に使われている有寿命部品の信頼性や安全性が維持されているかと

の問い合わせに対して、電子測定器メーカは調査/点検/診断や電子測定器内部の清掃に対応ができるようにす

ることが望まれます。 

長期に渡って使用された電子測定器の継続使用が好ましくないと電子測定器メーカが判断した場合は、利用者

に理由を示して有寿命部品や基板などの交換や測定器の更新を勧めることが望まれます。 

 

（（３３））電電子子測測定定器器のの校校正正  

長期間に渡って電子測定器の精度維持のために定期的な校正が必要となります。電子測定器が使用される環境

や利用者が要求する精度などによって校正周期は異なるため、利用者は校正周期や校正点および判定基準を自

ら決める必要があります。 

電子測定器メーカは利用者が適切な判断ができるように可能な範囲で下記の情報発信や問い合わせに対応がで

きることが望まれます。 

メーカが推奨する標準的な校正周期 

メーカが推奨する標準器と校正手順および校正点 

メーカが推奨する方法で校正を行った時の判定基準 

 

（（４４））部部品品のの仕仕様様変変更更・・生生産産中中止止  

電子測定器に使用する部品は部品メーカの仕様変更や生産中止の可能性があります。電子測定器メーカでは修

理や寿命による部品交換のための部品在庫をしていますが、在庫状況により計画している修理可能期間を満足

できない可能性があることを取扱説明書などに明記して利用者の理解を得ることが望まれます。 

 

（（５５））電電子子測測定定器器のの更更新新  

長期間使用されたもしくは長期間保管された電子測定器が有寿命部品の交換などを行っても継続使用が望まし

くないと電子測定器メーカが判断した場合は、利用者に理由を示して電子測定器の使用を停止することを勧め、

代替えとなる電子測定器を提示することが望まれます。 

 

（（６６））電電子子測測定定器器のの廃廃棄棄  

地球環境を維持するための資源の有効利用やリサイクルを促進するために、利用者が測定器を廃棄する場合は

法律や規則に従った手順で行うことが求められています。 

電子測定器メーカは利用者が適切な手順で測定器を廃棄するための情報を取扱説明書などに記載することや、

利用者からの問合せに対して回答できることが望まれています。また法律や規則が変更となった場合は利用者

に廃棄するための新たな情報を適切な手段で迅速に開示をすることが望まれます。 

 

３３．．電電子子測測定定器器長長期期使使用用ガガイイドドラライインンにに基基づづくく表表記記事事項項  

電子測定器メーカは利用者に取扱説明書やホームページなどに下記の事項を表記して、利用者に理解を求める

ことが望まれます。 

（１）長期使用により電子測定器の性能、信頼性、安全性に低下があることの表記 

劣化によって電子測定器の性能や信頼性が確保できない状態がある場合は表記します。 

劣化によって電子測定器の利用者に安全が脅かされる状態がある場合は表記します。 

（２）電子測定器に有寿命部品が使用されている場合の表記 

電子測定器に使われている主な有寿命部品は表記します。 

電子測定器に使われている有寿命部品の交換時期の目安を表記します。 
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有寿命部品の単体での交換ができずユニット交換になる場合があるときは表記します。 

電子測定器の劣化状態や寿命の警告を示す機能を搭載している製品は取扱説明書に使い方を示します。 

（３）消耗品の有無の表記 

電子測定器に使われている消耗品を表記します。 

消耗品の定期的な交換が必要な場合は表記します。 

消耗品の型名、入手先などについて推奨する情報があれば表記します。 

（４）点検・清掃・更新の必要性の表記 

電子測定器の点検や清掃を行う効果を表記します。 

点検・清掃・更新の推奨期間がある場合は表記します。 

（５）保守用部品の保有期間の表記 

生産中止後の修理や電子測定器メーカでの有寿命部品の保有期間を表記します。 

修理や有寿命部品の交換は在庫部品が枯渇したときや入手ができなくなったときは対応できないと表記します。 

（６）電子測定器の廃棄方法についての表記 

電子測定器に危険物や有害物が含まれる場合は対象となる物質の一覧と廃棄の手順を取扱説明書などに開示し

ます。資源のリサイクルが可能なリチウムイオン電池などの部品や廃棄の際に本体から分離しなければならな

い危険物や有害物を含む部品を使用している電子測定器においてはこれらの部品を本体から分離する手順を示

します。 

 

本ガイドラインは 2023年 4月1日より有効とし、電子測定器メーカは本ガイドラインの趣旨を理解した上で

自社の基準を策定し、利用者が電子測定器を安心で安全に使えるようにすることを推奨します。 

 

また2010年に発行されたガイドラインは本ガイドラインの発行により廃止とします。 

 

以上 
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活 動 報 告 

国際標準化活動報告 

無線共存管理（IEC 62657シリーズ）の解説 
IEC TC65国内委員会 

11．．ははじじめめにに  

工業用無線ネットワーク関連の国際標準化活動を紹介する。スマート製造や産業用IoTを支えるフィールド

ネットワーク技術の1つとして、省配線化、ネットワーク構築の柔軟性、拡張性などの優位性から、無線通信

を用いたアプリケーションの工場・プラントへの導入が進められている。 

製造現場のIT化が進む中、現場作業支援用のWi-Fiを利用したモバイル端末や、現場の監視強化を目的とし

た無線センサーネットワークなど複数の異なる無線通信技術が適材適所で使われるようになっている。一方で、

無線通信用の電波の周波数資源は限られており、同一環境下に複数の無線通信を用いるアプリケーションが共

存する状況では、相互の電波干渉に配慮する必要がある。他の無線アプリケーションからの電波干渉の影響を

受けると通信性能の低下や安定性が欠如し、各アプリケーションの必要条件を満足できなくなるリスクがある。

今日、工場での無線技術の利活用の範囲が拡大する中で、電波干渉の影響を低減させるための無線電波の管理、

すなわち無線共存管理が増々重要となってきている。無線共存管理は、工場の無線アプリケーションの安定し

た通信や、通信周波数の効率的な利活用のために複数の無線システムの周波数資源を適切に配分して電波干渉

を低減させるための管理を行うことである。 

特に複数ベンダによる異なる無線アプリケーションが工場内の同一環境下に配置される場合には、無線共存

管理のための周波数資源の管理手法の標準化が重要となる。つまり、共存管理を実行するために必要となる無

線アプリケーションの共通的な用語、手順、管理パラメータなどを定義することが求められる。こうした背景

から、工場・プラントで利用される無線通信を対象とした共存管理の規格開発が2009年よりIEC SC65C/WG17

（無線共存）においてIEC 62657シリーズとして開始され、2022年4月に開発が完了した。 

本稿では、IEC 62657シリーズの中で2022年4月に国際規格の開発が完了した、IEC 62657-2 ED3、IEC 

62657-3 ED1、IEC 62657-4 ED1を中心に技術概要を紹介する。 

 

22．．市市場場・・背背景景  

通信機能が搭載された工場オートメーション（FA）機器などの、産業機器におけるIoT化は着実に進んで

いる。機器間通信の普及に伴い産業分野はIoTの成長の牽引役の一つとして大きく成長し、今後も引き続き拡

大する分野の1つであると想定される。産業用IoTにおける無線の活用先として、工期の削減・ケーブル配線

コストの削減、計測・監視できなかった箇所の監視強化、容易な監視点の追加や仮設による監視、移動体や回

転体への設置・監視などが想定される。これにより、監視強化による見える化や、監視・制御への適用による

生産効率向上、設備管理・予知保全への応用による安定操業、安全管理・警報への活用による安全操業などの

実現を支援する。このような産業用IoT市場の成長による無線活用の拡大を背景に無線共存管理の重要性は高

まっている。 

 

33．．SSCC6655CC//WWGG1177概概要要  

IEC 62657シリーズ（無線共存管理）の審議を行っているSC65C/WG17の概要を以下に示す。 

・英文タイトル：“Wireless Coexistence” 

・テーマ：地域および国の規制を考慮して、さまざまなワイヤレス デバイスとネットワークの共存に関す

る定義とガイダンスを提供する。 

・WG体制：2010年に設立され、現在11ヵ国、34名の国際エキスパートが登録されている。 

・国内体制：TC65国内委員会から7名と最多の国際エキスパートが登録されている。 

・外部連携：ISA100と連携関係を結んでいる。 

・対象規格：IEC 62657-1: Wireless communication requirements and spectrum considerations 

IEC 62657-2: Coexistence management 

IEC 62657-3: Formal description of the automated coexistence management and  
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 application guidance 

IEC 62657-4: Coexistence management with central coordination of wireless  

 applications 

 

44．．IIEECC  6622665577シシリリーーズズ技技術術概概要要  

IEC 62657シリーズは、無線の通信周波数の共存管理を行うための要件定義、パラメータ、共存管理の自

動化のためのパラメータの相互関係のモデル化や、自動化による集中管理の概念や監視設定パラメータ・コマ

ンドなどを定義し、4つのPartで構成される。IEC 62657シリーズの技術概要を紹介する。 

 

44..11..  IIEECC  6622665577--11  WWiirreelleessss  ccoommmmuunniiccaattiioonn  rreeqquuiirreemmeennttss  aanndd  ssppeeccttrruumm  ccoonnssiiddeerraattiioonnss（（産産業業オオーートト

メメーーシショョンンのの無無線線通通信信のの要要件件とと通通信信周周波波数数のの考考察察））  

Part1では、産業オートメーションに無線を導入するにあたって周波数の特性、例えば工業用途のアプリケ

ーションに適した利用可能な周波数帯や工業用途のアプリケーション専用スペクトルの訴求を提案している。

併せて産業オートメーションにおける無線通信の要件と関連する内容をオートメーションの視点と無線通信ネ

ットワークの視点で整理し解説している。また、オートメーションの視点における通信要件の整理では、無線

通信利用の利点についても述べられており、アプリケーション別に無線通信の利点が整理されている。 

 

44..22..  IIEECC  6622665577--22::  CCooeexxiisstteennccee  mmaannaaggeemmeenntt（（共共存存管管理理））  

Part2では、産業オートメーションにおける無線通信の共存に関する基本的な前提条件、概念、パラメータ、

および手順を規定している。また、共存パラメータの定義と無線共存を必要とするアプリケーションでのそれ

らの使用方法についても規定している。本規格では、無線共存管理のライフサイクルを、「調査」、「計画」、

「実装」、「運用」のフェーズに分けている。そして各フェーズでの具体的な作業内容と共存管理に必要なドキ

ュメントとその管理方法を規定している。これらの無線共存管理に関わる作業の規定や定義を行い標準化する

ことで、工場内のスタッフによる手動での無線ネットワークの維持管理を実現する。 

 

44..22..11..  IIEECC  6622665577--22でで定定義義すするる共共存存管管理理ののココンンセセププトトモモデデルル  

図1にIEC 62657-2で規定している無線共存管理コンセプトモデルを示す。本コンセプトモデルでは、各無

線アプリケーションの「干渉耐性」と「周波数資源利用」の要件を調査し、周波数資源（周波数、空間、時間）

の割り当て計画を策定し、該当する無線アプリケーションに設定することで、共存管理することを示している。

各無線アプリケーションの「干渉耐性」と「周波数資源利用」の要件を満たさなくなった場合は、再度調査を

行い周波数資源の割り当て計画を修正するプロセスを繰り返す。 
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具体的には、無線アプリケーションの導入時に「利用周波数」、「障害物の有無」、「干渉源の把握」などの電

波環境の調査に基づき、通信パラメータや通信周波数の設定などのエンジニアリングを行い安定した通信環境

を構築する。無線アプリケーションの導入後には、「通信エラー率」、「信号強度」などの統計情報のパラメー

タを監視し電波環境の変化や他の無線アプリケーションとの電波干渉の状態を監視する。電波環境の変化や他

の無線アプリケーションとの電波干渉により、無線アプリケーションの要件を満たさなくなった場合は周波数

資源の割り当ての再調整を行う。 

 

44..22..22..  IIEECC  6622665577--22  EEDD33改改定定ののポポイインントト  

IEC 62657シリーズの各Partでは、IEC 62657-2で定義した共存管理パラメータを利用している。IEC 

62657-2のED2からED3への改定は、IEC 62657-3 ED1とIEC 62657-4 ED1の規格開発にあたり、Part間

のパラメータ定義の一貫性を維持する目的で実施した。IEC 62657-4 ED1で規定する無線共存管理の自動化

にあたり語彙や情報モデルの共通化が必要になるため、IEC 62657-2が定義している71個の共存管理パラメ

ータをIEC CDD（Common Data Dictionary）に登録する作業も併せて行った。 

 

44..33..  IIEECC  6622665577--33::  FFoorrmmaall  ddeessccrriippttiioonn  ooff  tthhee  aauuttoommaatteedd  ccooeexxiisstteennccee  mmaannaaggeemmeenntt  aanndd  aapppplliiccaattiioonn  

gguuiiddaannccee（（自自動動化化共共存存管管理理のの形形式式的的記記述述ととアアププリリケケーーシショョンンガガイイドド））  

Part3では、IEC 62657-2 で定義されている共存管理パラメータとシステム要素間の関係を使用して、無

線通信の自動共存管理機能を確立する方法について説明している。具体的には共存管理パラメータを、共存状

態に影響を与える影響パラメータと、無線アプリケーションの通信性能の要件と評価指標に関わる特性パラメ

ータの2つの区分に分けて定義している。 

影響パラメータは、無線共存管理の相互関係をモデル化した形式的記述(UML)の各クラスの構成要素（イ

ンスタンス）に利用されている。無線共存モデルは分散オートメーションシステム、電波環境、無線通信シス

テムの3つの要素で構成される。これらの要素が相互に影響しあいながら、共存状態を維持していることを示

している。例えば、新たな干渉源が発生した場合は、共存管理モデルの構成要素のどの影響パラメータの調整

が必要なのかなどを体系的に管理することができるようになる。 

さらにPart3では、無線共存管理を自動化するための実装例として集中調整機能（Central coordination 

point: CCP）の構造と構成要素について概説している。CCPは、工場内の複数の無線システムの管理機能部

に接続され、前述の共存管理に関わる影響パラメータと特性パラメータのデータを収集する。そしてCCPは

無線共存モデルに基づき影響パラメータを調整して周波数資源を再調整するための演算処理を行い、当該無線

システムの影響パラメータを再設定して共存管理を図る。 

 

44..33..11..  無無線線共共存存モモデデルル  

Part3で規定する無線共存モデルの形式的記述を紹介する。無線共存モデルはISO/IEC 19505-1で定義され

ているUML、特にその属性と関係を含むクラス図パターンに準拠して記述される。図2に無線共存モデルの構

成要素の一つである電波環境（Class radio environment）の形式的記述を示す。電波環境は、無線共存管理

に影響を与える重要な構成要素である。 

Part3では、その構成を図2のような関係で記述している。無線システムが送受信する電波は、周囲の電波

環境に影響を与える。また電波環境は、静的な電磁干渉の影響と、動的な電磁環境の影響を受ける。静的な環

境の影響要素には、障害物による電波の反射、回折、吸収や通信距離による減衰などがある。動的な環境の影

響要素には、他の無線通信アプリケーションによる干渉と、高周波を利用した装置や電磁ノイズに分類される。

このように電波環境をモデル化することで、電波の干渉源の種類や相互関係を把握することができ、周波数の

再配置、通信のタイミングの調整、空間的な離隔などの共存管理の計画策定に役立てることができる。 
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 application guidance 

IEC 62657-4: Coexistence management with central coordination of wireless  

 applications 

 

44．．IIEECC  6622665577シシリリーーズズ技技術術概概要要  

IEC 62657シリーズは、無線の通信周波数の共存管理を行うための要件定義、パラメータ、共存管理の自

動化のためのパラメータの相互関係のモデル化や、自動化による集中管理の概念や監視設定パラメータ・コマ

ンドなどを定義し、4つのPartで構成される。IEC 62657シリーズの技術概要を紹介する。 

 

44..11..  IIEECC  6622665577--11  WWiirreelleessss  ccoommmmuunniiccaattiioonn  rreeqquuiirreemmeennttss  aanndd  ssppeeccttrruumm  ccoonnssiiddeerraattiioonnss（（産産業業オオーートト

メメーーシショョンンのの無無線線通通信信のの要要件件とと通通信信周周波波数数のの考考察察））  

Part1では、産業オートメーションに無線を導入するにあたって周波数の特性、例えば工業用途のアプリケ

ーションに適した利用可能な周波数帯や工業用途のアプリケーション専用スペクトルの訴求を提案している。

併せて産業オートメーションにおける無線通信の要件と関連する内容をオートメーションの視点と無線通信ネ

ットワークの視点で整理し解説している。また、オートメーションの視点における通信要件の整理では、無線

通信利用の利点についても述べられており、アプリケーション別に無線通信の利点が整理されている。 

 

44..22..  IIEECC  6622665577--22::  CCooeexxiisstteennccee  mmaannaaggeemmeenntt（（共共存存管管理理））  

Part2では、産業オートメーションにおける無線通信の共存に関する基本的な前提条件、概念、パラメータ、

および手順を規定している。また、共存パラメータの定義と無線共存を必要とするアプリケーションでのそれ

らの使用方法についても規定している。本規格では、無線共存管理のライフサイクルを、「調査」、「計画」、

「実装」、「運用」のフェーズに分けている。そして各フェーズでの具体的な作業内容と共存管理に必要なドキ

ュメントとその管理方法を規定している。これらの無線共存管理に関わる作業の規定や定義を行い標準化する

ことで、工場内のスタッフによる手動での無線ネットワークの維持管理を実現する。 

 

44..22..11..  IIEECC  6622665577--22でで定定義義すするる共共存存管管理理ののココンンセセププトトモモデデルル  

図1にIEC 62657-2で規定している無線共存管理コンセプトモデルを示す。本コンセプトモデルでは、各無

線アプリケーションの「干渉耐性」と「周波数資源利用」の要件を調査し、周波数資源（周波数、空間、時間）

の割り当て計画を策定し、該当する無線アプリケーションに設定することで、共存管理することを示している。

各無線アプリケーションの「干渉耐性」と「周波数資源利用」の要件を満たさなくなった場合は、再度調査を

行い周波数資源の割り当て計画を修正するプロセスを繰り返す。 
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具体的には、無線アプリケーションの導入時に「利用周波数」、「障害物の有無」、「干渉源の把握」などの電

波環境の調査に基づき、通信パラメータや通信周波数の設定などのエンジニアリングを行い安定した通信環境

を構築する。無線アプリケーションの導入後には、「通信エラー率」、「信号強度」などの統計情報のパラメー

タを監視し電波環境の変化や他の無線アプリケーションとの電波干渉の状態を監視する。電波環境の変化や他

の無線アプリケーションとの電波干渉により、無線アプリケーションの要件を満たさなくなった場合は周波数

資源の割り当ての再調整を行う。 

 

44..22..22..  IIEECC  6622665577--22  EEDD33改改定定ののポポイインントト  

IEC 62657シリーズの各Partでは、IEC 62657-2で定義した共存管理パラメータを利用している。IEC 

62657-2のED2からED3への改定は、IEC 62657-3 ED1とIEC 62657-4 ED1の規格開発にあたり、Part間

のパラメータ定義の一貫性を維持する目的で実施した。IEC 62657-4 ED1で規定する無線共存管理の自動化

にあたり語彙や情報モデルの共通化が必要になるため、IEC 62657-2が定義している71個の共存管理パラメ

ータをIEC CDD（Common Data Dictionary）に登録する作業も併せて行った。 

 

44..33..  IIEECC  6622665577--33::  FFoorrmmaall  ddeessccrriippttiioonn  ooff  tthhee  aauuttoommaatteedd  ccooeexxiisstteennccee  mmaannaaggeemmeenntt  aanndd  aapppplliiccaattiioonn  

gguuiiddaannccee（（自自動動化化共共存存管管理理のの形形式式的的記記述述ととアアププリリケケーーシショョンンガガイイドド））  

Part3では、IEC 62657-2 で定義されている共存管理パラメータとシステム要素間の関係を使用して、無

線通信の自動共存管理機能を確立する方法について説明している。具体的には共存管理パラメータを、共存状

態に影響を与える影響パラメータと、無線アプリケーションの通信性能の要件と評価指標に関わる特性パラメ

ータの2つの区分に分けて定義している。 

影響パラメータは、無線共存管理の相互関係をモデル化した形式的記述(UML)の各クラスの構成要素（イ

ンスタンス）に利用されている。無線共存モデルは分散オートメーションシステム、電波環境、無線通信シス

テムの3つの要素で構成される。これらの要素が相互に影響しあいながら、共存状態を維持していることを示

している。例えば、新たな干渉源が発生した場合は、共存管理モデルの構成要素のどの影響パラメータの調整

が必要なのかなどを体系的に管理することができるようになる。 

さらにPart3では、無線共存管理を自動化するための実装例として集中調整機能（Central coordination 

point: CCP）の構造と構成要素について概説している。CCPは、工場内の複数の無線システムの管理機能部

に接続され、前述の共存管理に関わる影響パラメータと特性パラメータのデータを収集する。そしてCCPは

無線共存モデルに基づき影響パラメータを調整して周波数資源を再調整するための演算処理を行い、当該無線

システムの影響パラメータを再設定して共存管理を図る。 

 

44..33..11..  無無線線共共存存モモデデルル  

Part3で規定する無線共存モデルの形式的記述を紹介する。無線共存モデルはISO/IEC 19505-1で定義され

ているUML、特にその属性と関係を含むクラス図パターンに準拠して記述される。図2に無線共存モデルの構

成要素の一つである電波環境（Class radio environment）の形式的記述を示す。電波環境は、無線共存管理

に影響を与える重要な構成要素である。 

Part3では、その構成を図2のような関係で記述している。無線システムが送受信する電波は、周囲の電波

環境に影響を与える。また電波環境は、静的な電磁干渉の影響と、動的な電磁環境の影響を受ける。静的な環

境の影響要素には、障害物による電波の反射、回折、吸収や通信距離による減衰などがある。動的な環境の影

響要素には、他の無線通信アプリケーションによる干渉と、高周波を利用した装置や電磁ノイズに分類される。

このように電波環境をモデル化することで、電波の干渉源の種類や相互関係を把握することができ、周波数の

再配置、通信のタイミングの調整、空間的な離隔などの共存管理の計画策定に役立てることができる。 
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図2. 電波環境の形式的記述の例 

 

44..44..  IIEECC  6622665577--44::  CCooeexxiisstteennccee  mmaannaaggeemmeenntt  wwiitthh  cceennttrraall  ccoooorrddiinnaattiioonn  ooff  wwiirreelleessss  aapppplliiccaattiioonnss（（無無線線

アアププリリケケーーシショョンンのの中中央央協協調調制制御御にによよるる共共存存管管理理））  

Part4は、Part3で概説した無線アプリケーションの集中調整（Central coordination）の概念と手法を規

定している。IEC 62657-2では、手動による無線共存管理の手法を規定しているのに対し、本Partはその機

能を拡張して共存管理を自動化するための仕様を規定している。複数の無線アプリケーションの周波数資源を

自動管理するCCP（Central coordination point）を中心とする無線共存管理システムの構造および、その機

能仕様を規定している。具体的には、CCP管理下の無線システムとのインターフェース仕様として、影響パ

ラメータや特性パラメータの監視・制御を行うための管理用のサービス/コマンドを規定している。さらに、

運転中の無線通信に関わる統計情報を監視し、評価することで共存状態を維持する概念が説明されている。 

 

44..44..11..  CCCCPP((CCeennttrraall  ccoooorrddiinnaattiioonn  ppooiinntt))のの概概要要  

CCPは、複数の無線アプリケーションの通信周波数を自動的に管理する集中調整機能を有しており、図3に

その構成を示す。CCPの主な構成要素は以下の通りである。 

・周囲の電波環境の状態を把握するためのスペクトル計測ユニット（Spectrum sensing unit） 

・無線アプリケーションの通信周波数の割当管理を行うスペクトラムエンジン（Spectrum engine） 

・無線アプリケーションの通信要件を管理するリソースエンジン（Resource engine） 

・電波規制を順守するための無線電波を管理するポリシーエンジン（Policy engine） 

・無線アプリケーションのインターフェース（Access to backplane） 

・スペクトル計測ユニットとのインターフェース（Access to the RF channel） 
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CCPによる無線アプリケーション稼働中の共存管理の自動化プロセスの概要は以下の通りである。 

・CCPはデータベース（Database service）より電波法や無線アプリケーションの通信要件を取得する。 

・CCPは無線アプリケーションの共存管理の評価指標（特性パラメータ）と周波数スペクトル計測ユニッ

ト（Spectrum sensing unit）が計測する電波の状態を常時監視する。 

・無線アプリケーションの共存管理の評価指標（特性パラメータ）が通信要件を満たさなくなった場合、

CCPは無線を利用した自動化アプリケーションの通信要件を満たすように通信周波数の割り当て計画の

見直しを行う。 

・CCPは見直した通信周波数の割り当て計画に則り、無線アプリケーションの共存管理の指標（特性パラ

メータ）に影響を与える設定パラメータ（影響パラメータ）の再設定を行う（再設定する影響パラメータ

の例として周波数帯域または送信電力などが挙げられる）。 

 

44..44..22..  CCCCPPにによよるる制制御御・・管管理理ササーービビスス  

Part4では、CCPによる共存管理を行うために当該無線アプリケーションを制御・管理するサービスの仕様

も規定している。具体的には、以下の5つの制御・管理サービスを用意している。 

・オートメーションの機能、性能の監視サービスコマンド  

・無線インフラおよび配下の無線デバイスからの通知サービスの設定コマンド 

・無線インフラおよび配下の無線デバイスの制御・管理用のサービスコマンド 

・周波数スペクトル計測ユニットの制御・管理用のサービスコマンド 

・データベースにアクセスするためのサービスコマンド 

CCP は、上記 5 つの制御および管理サービスを使用することで、同じ環境内の複数のベンダからなるさ

まざまな無線アプリケーションの通信周波数の自動管理を可能にする。 

 

55．．ままととめめ  

本稿では無線共存管理（IEC 62657シリーズ）の技術概要を紹介した。冒頭でも述べたように無線通信の

工場・プラントへの導入が進んでいく流れは今後も継続していくと想定される。多数の無線通信機が配置され

た環境下において安定した通信の実現と通信周波数の効率的な利活用のために、無線の通信周波数の、自動化

による集中管理システムの具体的な実装が不可避なものになるかもしれない。 

IEC 62657シリーズで規格化した、共存管理の自動化の概念、システム要素間のインターフェース、制

御・管理サービス/コマンド、要素間の通信シーケンス等は、無線共存管理の実施にあたり一般的で共通の内

容である。規格を適用した通信周波数の自動管理を具体化するために2023年1月にIEC 62657-2とIEC 

62657-4のメンテナンスプロジェクトが開始された。SC65C/WG17国内委員会はドラフト文案の提供を行い、

規格のメンテナンスに貢献している。 

今後、具体的な共存管理の自動化システムの導入が進めば、IEC 62657シリーズの新たなPartとして、中

央協調制御（Central coordination）の具体的な実装仕様の規格提案が行われる可能性も考えられる。

SC65C/WG17国内委員会は、引き続き規格開発の動向を注視していく。 
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図2. 電波環境の形式的記述の例 
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CCPによる無線アプリケーション稼働中の共存管理の自動化プロセスの概要は以下の通りである。 
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・無線アプリケーションの共存管理の評価指標（特性パラメータ）が通信要件を満たさなくなった場合、

CCPは無線を利用した自動化アプリケーションの通信要件を満たすように通信周波数の割り当て計画の

見直しを行う。 

・CCPは見直した通信周波数の割り当て計画に則り、無線アプリケーションの共存管理の指標（特性パラ

メータ）に影響を与える設定パラメータ（影響パラメータ）の再設定を行う（再設定する影響パラメータ

の例として周波数帯域または送信電力などが挙げられる）。 
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・周波数スペクトル計測ユニットの制御・管理用のサービスコマンド 

・データベースにアクセスするためのサービスコマンド 

CCP は、上記 5 つの制御および管理サービスを使用することで、同じ環境内の複数のベンダからなるさ

まざまな無線アプリケーションの通信周波数の自動管理を可能にする。 
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工場・プラントへの導入が進んでいく流れは今後も継続していくと想定される。多数の無線通信機が配置され

た環境下において安定した通信の実現と通信周波数の効率的な利活用のために、無線の通信周波数の、自動化
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今後、具体的な共存管理の自動化システムの導入が進めば、IEC 62657シリーズの新たなPartとして、中

央協調制御（Central coordination）の具体的な実装仕様の規格提案が行われる可能性も考えられる。

SC65C/WG17国内委員会は、引き続き規格開発の動向を注視していく。 
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関 西 支 部 ト 

 

ピ 

 

ッ 

 

ク ス 

｢関西支部新年懇談会」開催報告 
 

｢関西支部新年懇談会｣がご来賓として、経済産業省 近畿経済産業局 局長 伊吹 英明 様、総務省 近畿総合通

信局 局長 井上 知義 様はじめ多くの皆様のご出席を頂き以下の様に開催されました。 

 

・日時：2023 年 1月 23 日 (月) 17:30～19:00 

・場所：「ザ・サウザンドキョウト」(京都市下京区) 

・形式：ハイブリッド形式開催（ザ・サウザンドキョウトからオンライン配信)  

・参加：52名(来賓・会員他) 

 

富田 健介 専務理事の開会の辞に続き、齊藤 壽一 支部長から、年頭の挨拶がありました。IIFES2022と

の同年開催の中に於いても、中夜委員長をはじめとする実行委員の皆様が知恵を絞って、JEMIMA方針の

「DXの推進」に加えて、「DXからSX （サステナビリティ・トランスフォーメーション）･GX（グリーン・

トランスフォーメーション）へ」と言う題目を考えて展示会の特色を出して頂けたことに、心から感謝したい。

欧州出張に行って感じるのは、近年の欧州各国の動きが、正しくこの「DXからSX･GXへ」という動きそのも

のとなっている事であり、JEMIMAが関連する電気計測器の社会での責任を感じる。また、今回の計測展

OSAKAでは、学生の皆様に計測の重要性を理解してもらう機会も盛り込んで頂いた。多くの学生の皆様がこ

の分野に来て、「サステナブルなカーボンニュートラル社会」を作り上げて行ってくれる道を拓いて行くこと

もJEMIMAの役割と思うとの挨拶でした。 

次にご来賓を代表して、経済産業省 近畿経済産業局 局長 伊吹 英明 様から、同省として「産業界支援の

方針の転換」の代表事例として、半導体・蓄電池関連の工場建設の支援及び基金などの創設による長期投資決

断支援の取り組み、また、「エネルギー政策の新たな動き」として、原子力を政府がコミットする等をご紹介

頂き、最後に大阪・関西万博の状況のご紹介及び直近の計測展2024OSAKAとの関連・期待を含めてご挨拶

を頂戴しました。引き続いて、総務省 近畿総合通信局 局長 井上 知義 様から、同省として、「デジタル田園

都市国家構想」を支える光ファーバーや遠隔制御・自動運転を支えるインフラとして世界最高水準の5G整備、

さらに2030年代導入見込のBEYOND 5Gの研究成果の社会実装への取り組みなどのご紹介に加えて、G7群

馬高崎デジタル技術大臣会合開催の成功を目指すとのご挨拶を頂戴しました。 

次に計測展OSAKA実行委員会の中夜委員長からご出展・ご支援のお礼、同委員会百合次期委員長から

IIFES2024及び計測展2024OSAKAへのご協力の要請の後、宮沢 敬冶 企画運営会議議長から仮締めの挨拶

がありました。 

オンライン配信を終了後、リアル会場では、徳増 安則 副支部長の乾杯の発声で、安全・安心の新型コロナ

ウイルス感染対策の下、懇談会の後半が始まりました。今回は、着席タイプで開催しましたが、終了前には短

時間ではありますが席を離れての懇談の場を設けてご来賓及び会員相互との交流を深めました。最後に、江口

専務理事補佐の閉会の辞でお開きとなりました。 
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経済産業省 近畿経済産業局

局長 伊吹 英明 様 ご挨拶

総務省 近畿総合通信局

局長 井上 知義 様 ご挨拶

席を離れて交流着席（飲食）乾杯（京都らしさの日本酒で）

懇談風景

齊藤　壽一　関西支部長　挨拶
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参参加加者者累累計計延延べべ2,699名名のの実実績績！！
同同業業他他社社ととのの「「意意見見交交換換」」でで、、新新たたなな発発見見！！

今今年年度度もも内内容容をを充充実実ささせせてて6月月よよりり順順次次開開講講！！

◆安心・安全な WebEx（Cisco Systems, Inc.の登録商標）を利用した「オンライン」開催
◆新たな専門講師の招聘 「新人フォローアップ研修」
◆人気の定番講座 ビジネスライティング研修「入門編・基礎編・応用編・発展編」
◆新たに登場 「プレゼンテーション力向上研修」

企企業業のの発発展展にに欠欠かかせせなないい人人材材育育成成ををJJEEMMIIMMAAがが支支援援ししまますす！！
会会員員各各社社社社員員ののススキキルルアアッッププやや気気づづききのの場場ととししてておお役役立立ててくくだだささいい！！
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JEMIMA研修の特徴

◆各各分分野野のの専専門門講講師師がが登登壇壇
登登壇壇すするる講講師師陣陣はは会会員員企企業業のの社社内内講講師師ででははあありりまませせんん

各各分分野野ののププロロ講講師師ををラライインンアアッッププししてていいまますす

◆◆リリーーズズナナブブルルなな受受講講料料
一一般般的的なな公公開開セセミミナナーーとと、、ぜぜひひ比比較較ししててくくだだささいい

会会員員ササーービビススにに徹徹ししたた、、リリーーズズナナブブルルなな価価格格設設定定でですす

◆◆ググルルーーププワワーークク中中心心のの参参加加型型研研修修
ブブレレイイククアアウウトトセセッッシショョンンをを効効果果的的にに活活用用

対対面面型型同同様様のの研研修修効効果果をを得得らられれるるオオンンラライインン研研修修でですす

◆同同業業他他社社ととのの 「「他他流流試試合合」」がが刺刺激激ににななるる
JEMIMA主主催催のの研研修修ななののでで、、受受講講者者はは計計測測・・制制御御業業界界かからら集集ままりりまますす
同同業業他他社社のの社社員員同同士士のの意意見見交交換換がが、、新新たたなな発発見見ををももたたららししまますす

◆◆時時代代とと業業界界のの変変化化にに対対応応ししたた研研修修内内容容
研研修修テテーーママはは、、すすぐぐにに仕仕事事にに役役立立つつ普普遍遍的的ななももののをを用用意意ししままししたた

一一方方、、内内容容はは時時代代のの変変化化ををキキャャッッチチアアッッププししてて、、更更新新ししてていいまますす
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ヒューマンスキル 専門ビジネススキル階層別

新新人人ﾌﾌｫｫﾛﾛｰーｱｱｯｯﾌﾌﾟ゚研研修修

（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ××2日日間間））
3月月4日日・・5日日

2023年年
6月月

7月月

8月月

9月月

10月月

11月月

12月月

2024年年
1月月
2月月

3月月

技技術術研研修修

基基礎礎編編・・応応用用編編

（（2日日間間ココーースス））
11月月10日日・・17日日

開開催催ススケケジジュューールル

開開催催方方法法：： WWeebbEExx（（Cisco Systems, Inc.の登録商標）をを使使用用ししたたオオンンラライインン開開催催
参参加加費費用用：： １１,,000000円円～～55,,000000円円／／人人／／１１ププロロググララムム／／JJEEMMIIMMAA会会員員
定定 員員：： 各各ププロロググララムム3300名名様様（（定定員員ととななりり次次第第、、締締めめ切切りりととささせせてていいたただだききまますす。。））
申申 込込：： 22002233年年 55月月中中旬旬よよりり順順次次募募集集開開始始～～各各ププロロググララムム開開催催２２週週間間前前締締めめ切切りり（（予予定定））
問問合合せせ先先：： JJEEMMIIMMAA総総務務ググルルーーププ ＴＴＥＥＬＬ：：００３３--３３６６６６２２--８８１１８８５５ EE--mmaaiill ：：mmaattuukkaawwaa@@jjeemmiimmaa..oorr..jjpp

開開催催概概要要

ププレレゼゼンンテテーーシショョンン力力
向向上上研研修修

（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ××2日日間間））
10月月18日日・・19日日

ご注意：諸般の事情により、開催日時や研修内容に変更が生じる場合があります。

ＯＯＪＪＴＴ研研修修

（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ××2日日間間））
6月月22日日・・23日日

中中堅堅社社員員研研修修

（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ××2日日間間））
11月月21日日・・22日日

汎用ビジネススキル

ﾋﾋﾞ゙ｼｼﾞ゙ﾈﾈｽｽﾗﾗｲｲﾃﾃｨｨﾝﾝｸｸﾞ゙研研修修

発発展展編編

2月月21日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））
2月月22日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））

実実践践ﾌﾌｧｧｼｼﾘﾘﾃﾃｰーｼｼｮｮﾝﾝ

研研修修

（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ××2日日間間））
7月月13日日・・14日日

ﾋﾋﾞ゙ｼｼﾞ゙ﾈﾈｽｽﾗﾗｲｲﾃﾃｨｨﾝﾝｸｸﾞ゙研研修修

基基礎礎編編

9月月26日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））
9月月27日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））

ﾋﾋﾞ゙ｼｼﾞ゙ﾈﾈｽｽﾗﾗｲｲﾃﾃｨｨﾝﾝｸｸﾞ゙研研修修

応応用用編編

12月月4日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））
12月月5日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））

ﾋﾋﾞ゙ｼｼﾞ゙ﾈﾈｽｽﾗﾗｲｲﾃﾃｨｨﾝﾝｸｸﾞ゙研研修修

入入門門編編

7月月3日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））
7月月4日日（（ﾊﾊｰーﾌﾌﾃﾃﾞ゙ｲｲ））

新新
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  研研修修名名 概概要要

中中堅堅社社員員研研修修
【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】

上上司司のの良良きき補補佐佐役役ととししててののフフォォロロワワーーシシッッププとと、、後後輩輩のの良良きき指指導導役役ととししててののリリーー
ダダーーシシッッププとといいうう観観点点かからら、、中中堅堅社社員員にに期期待待さされれるる役役割割をを考考ええまますす。。そそののううええでで、、自自
ららのの今今後後のの行行動動をを検検討討ししまますす。。
【【講講師師】】 ＨＨＲＲＭＭジジェェイイズズ・・オオフフィィスス 代代表表 坂坂田田二二郎郎氏氏

新新人人フフォォロローーアアッッププ研研修修 【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】

新新人人をを対対象象にに仕仕事事のの基基本本中中のの基基本本（（ＰＰＤＤＣＣＡＡ、、ホホウウレレンンソソウウ、、ＱＱＣＣＤＤななどど））をを再再確確認認いい
たただだきき、、２２年年目目以以降降のの飛飛躍躍のの土土台台をを構構築築ししまますす。。リリモモーートトワワーーククがが増増ええたた環環境境下下でで
もも成成長長のの機機会会をを損損ななううここととががなないいよようう、、新新人人自自身身にに今今後後にに向向けけたた自自覚覚をを促促ししまますす。。
【【講講師師】】株株式式会会社社ピピーーススババイイピピーースス 代代表表取取締締役役社社長長 中中原原和和征征氏氏

階階層層別別研研修修

各各研研修修のの概概要要

管理職 監督職 中堅 若手 新人

会会員員価価格格：：4,000円円、、会会員員外外：：8,000円円

講講師師陣陣ののごご紹紹介介

階層別
新人フォローアップ担当

株式会社ピースバイピース
代表取締役社長

中中原原和和征征氏

階層別・汎用ビジネス
スキル担当

ＨＲＭジェイズ・オフィス
代表

坂坂田田二二郎郎氏

研研修修名名 概概要要

ＯＯＪＪＴＴ研研修修 【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】
ＯＯＪＪＴＴ（（On the Job Training））ののよよくくああるる失失敗敗パパタターーンンをを回回避避すするるたためめのの計計画画立立
案案とと実実行行ののポポイインントトをを学学びびまますす。。ままたた、、トトレレーーナナーーにに欠欠かかせせなないい後後輩輩指指導導ススキキルル
のの習習得得ままででカカババーーしし、、中中堅堅やや若若手手にによよるる職職場場ででのの新新人人育育成成ににつつななげげまますす。。
【【講講師師】】株株式式会会社社フフォォーーエエッッセセンンスス 代代表表取取締締役役 石石川川ああささ子子氏氏

ププレレゼゼンンテテーーシショョンン力力向向上上研研修修
【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】

自自分分のの話話しし方方のの良良いい点点・・改改善善点点のの把把握握とと伝伝ええるる際際ののココツツをを確確認認しし、、ププレレゼゼンンテテーー
シショョンンススキキルル向向上上をを目目指指ししまますす。。伝伝ええ方方のの基基本本ススキキルルをを体体得得すするるとと、、商商談談やや会会議議
だだけけででななくく、、上上司司へへのの報報告告やや部部下下指指導導ななどどででもも、、よよりり伝伝わわりりややすすくくななりりまますす。。ままたた、、
オオンンラライインンででのの伝伝ええ方方ののココツツもも確確認認ししまますす。。
【【講講師師】】株株式式会会社社フフォォーーエエッッセセンンスス 代代表表取取締締役役 石石川川ああささ子子氏氏

ヒヒュューーママンンススキキルル研研修修

管理職 監督職 中堅 若手 新人

仕仕事事にに役役立立つつ対対人人ススキキルルをを習習得得。。後後輩輩指指導導力力ととププレレゼゼンン力力向向上上にに！！

管理職 監督職 中堅 若手 新人

会会員員価価格格：：2,000円円、、会会員員外外：：6,000円円

会会員員価価格格：：4,000円円、、会会員員外外：：10,000円円

管理職 監督職 中堅 若手 新人

ハーフデイ×２日間

ヒューマンスキル
OJT、プレゼンテーション担当

株式会社フォーエッセンス
代表取締役

石石川川 ああささ子子氏

貴貴社社のの中中堅堅、、新新人人ののスステテッッププアアッッププ、、レレベベルルアアッッププをを後後押押ししししまますす！！

ハーフデイ×２日間

ハーフデイ×２日間

ハーフデイ×２日間

会会員員価価格格：：2,000円円、、会会員員外外：：8,000円円

新新

新新
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各各研研修修のの概概要要

研研修修名名 概概要要

ビビジジネネススラライイテティィンンググ研研修修
入入門門編編
基基礎礎編編
応応用用編編
発発展展編編

【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】

ビビジジネネスス文文書書をを書書くくののがが苦苦手手とといいうう方方をを対対象象にに、、「「速速くく、、正正確確にに読読めめるる」」文文書書のの、、「「速速
くく楽楽にに書書けけるる」」書書きき方方ををおお教教ええししまますす。。４４つつのの講講座座をを順順番番にに受受講講ししててもも、、興興味味ののああるる
講講座座ののみみ受受講講ししててもも有有効効なな研研修修ににななるるよようう、、設設計計さされれてていいまますす。。
入入門門編編･･････報報告告書書のの作作成成をを題題材材にに、、ビビジジネネスス文文書書のの基基礎礎のの基基礎礎をを理理解解ししまますす。。
基基礎礎編編･･････Eメメーールルのの作作成成をを題題材材にに、、受受けけ手手にに対対すするる配配慮慮のの要要素素をを学学びびまますす。。
応応用用編編･･････議議事事録録のの作作成成をを題題材材にに、、錯錯綜綜ししががちちなな情情報報のの整整理理のの仕仕方方をを習習得得ししまますす。。
発発展展編編･･････企企画画書書のの作作成成をを題題材材にに、、無無かからら有有をを生生むむ発発想想法法ににつついいてて考考ええまますす。。
【【講講師師】】ＨＨＲＲＭＭジジェェイイズズ・・オオフフィィスス代代表表 坂坂田田二二郎郎氏氏

実実践践フファァシシリリテテーーシショョンン研研修修
【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】
会会議議ななどどのの話話しし合合いいのの場場でで、、フファァシシリリテテーータターー（（進進行行役役））をを担担うう方方がが対対象象でですす。。雰雰囲囲

気気作作りり、、関関係係構構築築、、相相互互理理解解ななどどススムムーーズズなな合合意意形形成成へへののポポイインントトをを習習得得ししまますす。。
昨昨今今著著ししくく普普及及ししてていいるる、、オオンンラライインン会会議議のの進進めめ方方ににつついいててもも考考ええまますす。。
【【講講師師】】ＨＨＲＲＭＭジジェェイイズズ・・オオフフィィスス代代表表 坂坂田田二二郎郎氏氏

汎汎用用ビビジジネネススススキキルル研研修修

管理職 監督職 中堅 若手 新人

定定番番ののビビジジネネススラライイテティィンンググ。。業業務務直直結結ののススキキルルアアッッププププロロググララムム！！

管理職 監督職 中堅 若手 新人

会会員員価価格格：：4,000円円、、会会員員外外：：8,000円円

講講師師陣陣ののごご紹紹介介

研研修修名名 概概要要

技技術術研研修修（（基基礎礎編編・・応応用用編編））
【【研研修修ののねねららいい・・対対象象】】

入入社社２２～～５５年年程程度度のの若若手手営営業業職職・・技技術術職職をを対対象象にに、、ニニーーズズ調調査査にに基基づづいいたた「「計計測測とと
制制御御」」のの基基本本事事項項をを学学ぶぶととととももにに、、電電気気・・電電子子分分野野ののトトピピッッククススななどどもも盛盛りり込込んんだだ今今
ままででにになないい新新たたなな若若手手人人財財育育成成のの場場をを提提供供ししまますす。。初初日日：：基基礎礎編編・・応応用用編編（（営営業業
職職・・技技術術職職対対象象））、、２２日日目目：：応応用用編編（（主主にに技技術術職職対対象象））のの研研修修ププロロググララムムでですす。。
【【講講師師】】北北陸陸職職業業能能力力開開発発大大学学校校 教教授授 秋秋間間紳紳樹樹氏氏

専専門門ビビジジネネススススキキルル研研修修 評評判判のの高高いい技技術術研研修修ををオオンンラライインンででもも実実施施！！

管理職 監督職 中堅 若手 新人

※※先先端端技技術術調調査査委委員員会会ととのの共共催催

会会員員価価格格：：5,000円円、、会会員員外外：：15,000円円

管理職 監督職 中堅 若手 新人

「対象者メーター」の見方：各研修の赤の部分が対象受講者に該当します。
ここのの範範囲囲がが対対象象者者

専門ビジネススキル
（技術研修）担当

北陸職業能力開発大学校
教授

秋秋間間紳紳樹樹氏

ハーフデイ×２日間

ハーフデイ

入入門門編編（（会会員員価価格格：：1,000円円、、会会員員外外：：3,000円円））、、基基礎礎編編（（会会員員価価格格：：2,000円円、、会会員員外外：：6,000円円））、、応応用用編編（（会会員員価価格格：：3,000円円、、会会員員外外：：9,000円円））、、
発発展展編編（（会会員員価価格格：：4,000円円、、会会員員外外：：12,000円円））

２日間コース(基礎編+応用編）
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委 員 会 開 催 録 
開催場所に指定のない会議は計測会館にて開催しま

した 

 

 

 

《企画運営会議》 
開催日 １月10日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

１．企画運営会議の2023年度「事業計画（案）」、

「予算（案）」審議 

２．各委員会（委員長）からの要望事項（企画運

営会議での検討を約束した事項）への対応方

法の検討について 

３．各部会の活動状況報告 

４．タスクフォース活動報告 

（１）DX推進検討TF 

１）WG1報告 

２）WG2報告 

３）WG3報告 

（２）JEMIMA・IEC TC65連携会議 

 

開催日 ２月14日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

１．３月度定例理事会の議題審議:準備状況確認 

２．第６回JEMIMA政策研究会セミナーの進め

方について 

３．2023年度 事業計画・予算について 

４．各部会の活動状況報告 

（1）政策課題部会（１月部会報告） 

（2）その他の部会 

５．タスクフォース活動報告 

（１）DX推進検討TF 

１）WG1報告 

２）WG2報告 

３）WG3報告 

（２）JEMIMA・IEC TC65連携会議 

 

開催日 ３月７日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

１．３月度定例理事会の次第内容の確認 

２．４月度定例理事会の議題審議 

３．委員会活動成果報告会（2022年度の活動成

果）について 

４．企画運営会議の2022年度事業報告について 

５．企画運営会議の2023年度事業計画・予算に

ついて 

６．各部会の活動状況報告 

（１）基本機能部会（３月部会報告） 

（２）その他の部会 

７．タスクフォース活動報告 

（１）DX推進検討TF 

１）WG1報告 

２）WG2報告 

３）WG3報告 

（２）JEMIMA・IEC TC65連携会議 

 

 

 

《広報委員会》 
開催日 12月23日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．各媒体の現状確認 

Webサイト、会報、メルマガ、プレスリリー

ス、その他 

２．後援協賛名義使用申請の確認 

３．基本機能部会の報告 

４．2023年度事業計画・予算書内容の確認、検討 

５．広報業務関連アンケートの状況確認 

６．JEMIMA案内のデザインリニューアル依頼

の報告 

 

開催日 １月27日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．各媒体の現状確認 

Webサイト、会報、メルマガ、プレスリリー

ス、その他 

２．後援協賛名義申請の確認 

３．広報業務関連アンケート集計結果 

４．情報交換会 

テーマ：広報関連のDX取り組み事例 

 

開催日 ２月16日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．各媒体の現状確認 

Webサイト、会報、メルマガ、プレスリリー

ス、その他 

２．後援協賛名義申請の確認 

３．2023年度事業計画・予算書 ヒアリング報告 

（１）ヒアリング結果報告 

（２）2023年度予算案の縮減について 

基本機能部会活動 

企画運営会議活動 



委員会開催録 
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４．JEMIMA案内デザインリニューアルについて 

５．広報業務関連アンケート報告 

 

 

 

《製品安全・EMC委員会》 
開催日 12月２日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．IEC/TC65国内・諮問委員会報告 

２．委員長連絡会議報告 

３．2023年度の事業計画/予算策定について 

４．今後の委員会への対面参加について 

５．WG配属変更 

６．WG別討議・報告 

７．情報交換会 

・韓国KCマークについて 

 

開催日 １月６日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．IEC/TC65国内・諮問委員会報告 

２．WG別討議・報告 

３．情報交換会 

・CEマークの要否:計測器の付属品と同じもの

を分売する場合 

・適合宣言書に記載するRoHS指令の法令番号 

・低電圧指令に該当しない計測器での安全の評価 

・EUサイバーレジリエンス法案について 

・機械規則について 

・IATA航空危険物規則書 64版 積み重ね試験

方法について 

・メキシコ消費者保護連邦法の改正案 

 

開催日 ２月３日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

１．IEC/TC65国内・諮問委員会報告 

２．予算ヒアリング報告 

３．今期実績作成/次年度計画作成 

４．2023年度委員会開催日（案） 

５．計測会館来館スケジュール 

６．WG別討議・報告 

７．情報交換会 

・EN 60825-1:2014/A11:2021（光関連規格

の改正） 

・EN 50689:2021（光関連規格の制定） 

・EN 61010-1, 12．6 

・ETSI EN 規格 規格化されたVersionの調

査方法 

・欧州 共通充電器に対する委任法 

・KC自己試験適合登録で銘版変更があった際

に変更申請が必要か 

・IEC5010電源オンオフアイコンについて 

・KC申請書類の６号書式の変更について 

 

《輸出管理委員会》 
開催日 12月７日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．事務局からの連絡 

前回議事録確認、書籍頒布、委員長連絡会議、

次年度事業計画 

２．分科会活動報告 

（１）技術分科会 

（２）通関手続き分科会 

（３）制度分科会 

３．CISTEC情報 

４．法令改正情報 

５．情報交換会〔輸出管理お題披露〕 

６．公開可能情報の確認 

 

開催日 １月11日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．事務局からの連絡 

前回議事録確認、書籍頒布、副委員長選出選挙 

２．分科会活動報告 

（１）技術分科会 

（２）通関手続き分科会 

（３）制度分科会 

３．CISTEC情報 

４．法令改正情報 

５．情報交換会〔輸出管理お題披露〕 

６．公開可能情報の確認 

 

開催日 ２月１日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．事務局からの連絡 

前回議事録確認、書籍頒布 

２．2023年度副委員長ならびに副委員長補佐選

出選挙開票 

３．分科会活動報告 

（１）技術分科会 

（２）通関手続き分科会 

規制・制度部会活動 
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（３）制度分科会 

４．CISTEC情報 

５．法令改正情報 

６．情報交換会〔輸出管理お題披露〕 

７．公開可能情報の確認 

 

《知的財産権委員会》 
開催日 12月16日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

第１部 定例会議 

１．事務局からの連絡 

２．WG報告 

（１）知財戦略WG 

（２）証拠・調査WG 

３．事業進捗確認 

第２部 特許庁との意見交換会 

１．特許庁の重点施策のご説明 

２．JEMIMAの説明（本年度の工業会活用要旨） 

３．意見交換（出願等の意向、技術的なトレンド

など） 

 

開催日 １月20日 

方 法 ハイブリッド開催 

第１部 定例会議 

１．事務局からの連絡 

２．WG報告 

（１）知財戦略WG 

（２）証拠・調査WG 

３．事業進捗確認 

第２部 岩谷産業様との交流会 

１．挨拶、工業会説明 

２．自己紹介、企業紹介 

３．意見交換・交流会 

 

開催日 ３月17日 

方 法 ハイブリッド開催 

議 事 

第１部 定例会議 

１．事務局からの連絡 

２．2022年度事業報告 

３．実務研究会年間報告 

４．2023年度の進め方について 

 

講演会 

開催日 ３月17日 

会 場 401会議室＋Webex 

講 師 特許庁 審査第一部 計測 室長 

    遠山 敬彦 様 

テーマ 事業創造における知的財産の役割について 

 

《防爆計測委員会》 
開催日 12月９日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）IECExシステム国内審議委員会 

（２）IEC/TC31国内委員会 

（３）新指針改正委員会 

（４）危険箇所における先端電気機械器具の利用

法に関する検討委員会 

２．次年度副委員長について（選挙結果報告） 

３．次年度事業計画案について 

４．産業安全技術協会のASNITE認定取得につ

いて 

５．産業安全技術協会との意見交換会について 

 

開催日 １月13日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）IECExシステム国内審議委員会 

（２）IEC/TC31国内審議委員会 

３．次年度予算案について 

４．産業安全技術協会との意見交換会について 

５．JPEx登録型式検定機関一覧表の更新について 

６．IECEx System 2022 Remote年会参加報告 

 

開催日 ２月10日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）IECExシステム国内審議委員会 

（２）IEC/TC31国内審議委員会 

（３）防爆ドローン勉強会 

（４）予算案ヒアリング 

２．産業安全技術協会との意見交換会について 

委員会終了後、産業安全技術協会との意見交換会

を開催した｡ 
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《校正事業委員会》 
開催日 12月19日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）JCSS協力WG 

（２）JCSS対応（流量）WG 

２．計測標準フォーラム報告資料の確認 

３．NITE主催JCSS創設30周年記念イベントに

ついて 

４．次年度正副委員長の選出 

５．次年度事業計画案について 

 

開催日 ２月７日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）政策課題部会 

（２）予算案ヒアリング 

（３）計測標準フォーラム 

２．デジタル校正証明書の発行について 

３．産総研・NMIJ成果発表会について 

４．次年度事業計画について 

 

《産業計測機器・システム委員会》 
見学会 

開催日 12月21日 

場 所 国立大学法人 東京農工大学 

内 容 東京農工大学農学部附属広域都市圏 フィ

ールドサイエンス教育研究センター都市型

農業の圃場見学 

 

開催日 １月25日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．見学会実施報告 

２．講演会実施検討 

３．IEC/TC65国内委員会諮問委員会報告 

４．政策課題部会報告 

５．次年度事業計画・予算確認 

６．次年度役員検討 

７．2030年将来予想-コンテンツ拡充方針検討 

 

開催日 ２月22日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．５月号PA・FAクォータリー原稿レビュー 

２．IEC/TC65国内委員会諮問委員会報告 

３．２号PA・FAクォータリー原稿確認 

４．予算ヒアリング報告 

５．次年度役員検討 

 

 

 

《温度計測委員会》 
開催日 12月14日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）JIS C 1605外部からの問い合わせ 

（２）次年度副委員長について 

（３）次年度事業計画案について 

２．温度計測のFAQ見直し 

 

開催日 １月11日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．次年度予算案について 

２．温度計測のFAQ見直し 

 

開催日 ２月８日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．報告事項 

（１）予算案ヒアリング 

（２）複合材料電子回路基板の放熱設計手法に関

する国際標準化研究委員会 

２．放射温度計WG主査について 

３．温度計測のFAQ見直し 

 

《指示計器委員会》 
開催日 12月８日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．次年度事業計画案について 

２．JIS C 1102-1原案校正・審議 

３．IEC/TC85審議案件回答 

４．DX事業・委員会のあり方について 

 

開催日 １月12日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．次年度予算案について 

２．JIS C 1102-1原案校正・審議 

政策課題部会活動 

製品別部会活動 



委員会開催録 
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３．IEC 60688 CDへのコメントについて 

４．ISO 50001（JIS Z 50001）について 

 

開催日 ２月９日 

方 法 Webex開催 

議 事 

１．予算案ヒアリング 

２．IEC/TC85審議案件回答 

３．JIS C 1102-1原案校正・審議 
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刊 行 物 案 内 

 

 

 

 

刊行物案内 

最新情報と購入申込はホームページの「刊行物」をご覧ください。 

※ 表示価格は税込み（消費税率 10%）です。 

 

工業会規格（JEMIS） 

番号 規 格 名 称 一般価格 会員価格 

JEMIS 016-1992 可聴周波発振器試験方法 1,320 円 1,100 円 

JEMIS 017-2007 電気標準室の環境条件 1,100 円 880円 

JEMIS 021-2012 環境計測技術用語 3,300 円 2,750 円 

JEMIS 032-2019 超音波流量計による流量測定方法 4,400 円 3,300 円 

JEMIS 034-2-2020 熱電対及び測温抵抗体による温度測定（測温抵抗体） 4,400 円 3,300 円 

JEMIS 034-3-2016 熱電対及び測温抵抗体による温度測定（校正） 3,300 円 2,200 円 

JEMIS 038-2006 ＪＥＭＩＭＡフィールドバス 3,300 円 2,200 円 

JEMIS 039-2002 工業プロセス計測制御機器の電磁波妨害特性許容値および測定 3,300 円 2,200 円 

JEMIS 040-3-2002 
定格電流 16A 以下の工業プロセス計測制御機器に使用され

る低電圧電源システムの電圧変動とフリッカの許容値 
2,200 円 1,650 円 

JEMIS 041-2002 電磁式水道メーターの面間寸法 1,320 円 1,100 円 

JEMIS 042-2003 電磁流量計の長期安定性 1,320 円 1,100 円 

JEMIS 043-2015 接触式表面温度計の性能試験方法 1,320 円 1,100 円 

JEMIS 044-2015 標準熱電対の作成方法 1,980 円 1,650 円 

 

報告書類 

報 告 書 名 一般価格 会員価格 

・電気計測器の中期見通し 2021～2025 年度（2021年 12月） 11,000円 3,300 円 

・産業 IoT 分野における「機能安全とセキュリティ」の認証制度に関する調査報告

書（2020 年 6 月） 
無料 無料 

・安全保障貿易管理 該非判定ガイダンス 改訂第２版（平成 30 年 4 月） 1,980 円 990円 

・ハンドキャリー手続きマニュアル 第７版改訂第２刷 1,210 円 660円 

・製造業におけるエネルギー効率向上へのシステムアプローチ［英語版］ 無料 無料 

・製造業におけるエネルギー効率向上へのシステムアプローチ（平成 28 年 3 月） 無料 無料 

・環境計測器ガイドブック（第 7 版）（平成 27 年 12 月） 4,400 円 3,520 円 

・エネルギー効率化のためのシステムアプローチ入門（平成 26 年 7 月） 無料 無料 

・明快!!安全保障輸出管理教本・・入門から実務まで 改訂第２版（平成 26 年 4 月） 2,200 円 1,100 円 

・JIS C 1111:2006 交流トランスデューサ運用マニュアル（平成 24 年 3 月） 3,300 円 2,200 円 

・スマートグリッドベストプラクティス集 2011 春（平成 23 年 4 月） 無料 無料 

・安全計装の理解のために 「JIS C 0511 機能安全―プロセス産業分野の安全計装

システム」の解説（平成 21 年 7 月） 
2,200 円 1,100 円 

P42.indd   42P42.indd   42 2023/04/13   15:00:082023/04/13   15:00:08
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◆今号の表紙 

新緑の竹林と桜はいつも探しているのですが、なかなか見つかりません。この写真の光景は偶然に見

つけました。しかも道路からすぐの場所です。うれしくて長居してしまいました。 

 うっそうと茂る竹林はそれだけで惹かれるものがありますが、桜が咲いていると格別です。 

この桜はまだ若木でボリュームはありませんが、一生懸命背伸びをしているようでいじらしいです。

バックの白い花は梅でしょうか。「ウメ、サクラ、モモ」が一斉に咲くというので「三春」という地域の

名称にふさわしい光景です。 

春をたっぷり満喫した一日でした。 

 

撮影地：福島県 郡山市 中田町 

使用機材： カメラ：Canon EOS 5DsR 

 レンズ：Canon EF70-200mm F2.8L ISⅡUSM 

 絞り ：f11.0 

 シャッター速度：1/40sec 

 露出補正：なし 

 ISO感度：200 

 フィルタ：CPL 

 三脚：ジッツオ マウンテニア三脚三段0型 

    ベルボンPH-285雲台 

写真：佐藤 健治 
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